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第 3 章 災害応急対策 
 

第１節 災害対策本部機能の確保 

第1  災害対策活動 

     

 

 

１ 実施責任 

 

役職・組織等 活   動   の   内   容 

市     長 

1  指揮命令系統の最高責任者として、応急対策活動の指揮をとる。 

2  発災時には、地震の規模に応じて配備体制の種別を命じ、災害対策本

部を設置する。 

副 市 長 

地域医療統括官

消 防 長 

1  市長不在時若しくは何らかの理由で市長が発令することのできない場

合、市長に代わって、上記の決定業務を行う。 

2  代理の順序は、副市長、地域医療統括官、消防長の順とする。 

防 災 安 全 課 

地震発災時には、直ちに市長若しくは市長に代わる権限を有するもの

に、配備体制及び災害対策本部の設置についての指示を仰ぎ、活動体制構

築のための取り組みを行う。 

消  防  本  部 
地震情報等の初期情報収集活動を行い、災害対策本部設置以前であれば

防災安全課へ、設置後であれば災害対策本部へ連絡を行う。 

各  部  ・  課 

1  配備体制に応じて応急対策活動に取り組む。 

2  各対策部の所掌事務に応じた情報収集活動を行い、必要な活動のため

の準備を行う。 

指  定  職  員 
（閉庁日等勤務時間外の場合）地震の規模に応じて事前に定められた指

定避難所に参集し、避難所開設の活動を行う。 

職        員 （勤務時間外の場合）地震の規模に応じて勤務場所に参集する。 

防 災 関 係 機 関 
各機関の所管に属する事務に関して、被害情報を収集するとともに、各

機関において定められた防災計画に応じて活動を実施する。 

市 民 ・ 事 業 所 

1  テレビ、ラジオ等により地震情報を収集する。 

2  初期消火活動、救援・救出活動を行う。 

3  必要であれば避難する。 

自 主 防 災 組 織 
1  テレビ、ラジオ等により地震情報を収集する。 

2  初期消火活動、救援・救出活動を行う。 
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第２ 非常配備体制 

１ 非常配備 

 

 

 

 

【非常配備体制基準】 

種 別 配 備 内 容 配備体制 配 備 基 準 

準 備 

体 制 

災害対策本部設置前の措置と

して防災安全課職員が災害に関

する情報連絡活動等を円滑に行

い、状況に応じ高度の配備体制に

移行できる体制 

防災安全課 

消防本部情報

指令課 

 市域に震度４の地震が発生

したとき。 

2 県内（亀山市を除く。）で震

度５強以上の地震が発生した

とき。 

警 戒 

体 制 

相当の被害が近く発生するこ

とが予想され、又は発生した場合

で、各対策部の所要の人員をもっ

て、直ちに応急対策活動が実施で

きる体制 

各対策部の

計画による人

員をもって災

害対策本部を

設置 

1 市域に震度５弱の地震が発

生したとき。 

2 地震により災害が発生した場

合で市長が必要と認めた場合 

非 常 

体 制 

甚大な被害が発生するおそれ

があり、又は発生した場合で、全

職員により応急対策にあたると

ともに、防災関係機関との連携に

より災害対策活動ができる体制 

災害対策本部

設置 

( 全 職 員 配 備 

たたし、派遣職

員 等 を 除 く ) 

1 市域に震度５強以上の地震

が発生したとき。 

2 市の全域または相当の地域

に甚大な被害が発生した場合

で、市長が必要と認めたとき。 
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2 配備編成 

１ 準備体制・警戒体制・非常体制 

( )  

対策部等名 
準  備 

体  制 

警  戒 

体  制 

非 常 

体 制 
備   考 

危 機 管 理 班 ５ ５ 

全 

職 

員 

配 

備 

1 各対策部の配備編成につ

いては、各対策部長の計画に 

よる。 

2 各対策部長は、災害状況等 

により、配備人員の増減を行 

うことができる。 

 

総 務 対 策 部 

( う ち 税 務 班 ) 
－ 

11  

(３) 

市 民 環 境 対 策 部 

(うち関支所・文化班) 

( う ち 環 境 班 ) 

－ 

1 ０ 

(４) 

(３) 

建 設 対 策 部 

(うち上・下水道班) 
－ 

１6  

(５) 

福 祉 医 療 対 策 部 － ９ 

教 育 対 策 部 － ５ 

消 防 対 策 部 ２ １５ 

配 備 人 員 合 計 7  ７7  

２ 非常体制 

各対策部に所属する全職員を配備 

 

 

第３ 職員の参集 

    

 

 

１ 参集基準 

1 準備体制、警戒体制 
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2 非常体制 

 

3 職員の非常配備基準に基づく非常参集のあり方は、以下による。 

 参 集 の あ り 方 連 絡 体 制 

勤務時間内 

1  通常の勤務場所において勤務してい 

る場合は、上司の指示に従う。 

2  会議、行事等は中止し、持ち場へ戻り、 

体制を整える。 

1 庁内一斉放送・電話による伝

達 

2 参集メールの配信 

3 上司への報告 

庁舎外、出張等、上司の指示を受ける

ことができない場合は、非常配備基準に

照らして相当の参集行動を行う。 

１参集メールの配信 

２上司への報告・指示受け 

勤務時間外 
非常配備基準に照らして参集行動を

行う。 

1 非常連絡網による伝達 

2 参集メールの配信 

 

2 参集場所 

 

１  

２  

３ 

 

(1) 1   

 

(2) 2  

1  

 

(3) 3  

1

 

 

３ 非常参集に関する留意事項 

1 事前の習熟 
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  2 地震情報の収集 

 

3 参集経路（場所）の確認 

 

 

4 被災した場合 

 

5 参集途上の措置 

 

6 被害状況の報告 

 

    

 

     -  

 

7 参集後からの行動 

 

 

    

 

   

 

 

 

第４ 業務継続体制の確保 
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第２節 組織体制 

第１ 災害対策本部 

 

 

 

1 災害対策本部の設置 

 

１  

２  

３  

 

2 災害対策本部の廃止 

 

 

 

3 災害対策本部の設置及び廃止の通知と公表 

 

( ) 

 

通知・公表先 担  当 通知 ・ 公表の手段 

三  重  県 

総 務 対 策 部 

防災行政無線、防災情報システム、電話等 

報 道 機 関 電話、ＦＡＸ、記者発表 

市    民 災害広報、マスメディア等の活用 

( )  
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4 災害対策本部の設置場所 

 

１ 災  

(1) 1  

本庁舎 3 階 大会議室 

室  名 用   途 配 置 機 器 等 

大 会 議 室    災 害 対 策 本 部 電 話・ＦＡＸ・パソコン・プロジェクター・ 

ホワイトボード・地図・コピー機・無線機 

（防災系）・衛星電話・テレビ    

第３委員会室   

 

 

本 部 員 会 議 室 

防 災 安 全 課  本 部 事 務 局 

理 事 者 控 室 記 者 発 表 室 ホワイトボード 

(2) 2  

亀山市消防本部庁舎 

室  名 用  途 配 置 機 器 等 

防災センター 災 害 対 策 本 部 電 話・ＦＡＸ・パソコン・プロジェクター・ 

ホワイトボード・地図・コピー機・無線機 

（防災及び消防系）・衛星電話・テレビ 

災 害 対 策 室 本 部 員 会 議 室 

情報指令課室 電 話 応 対 室 

会  議  室 記 者 発 表 室 ホワイトボード 

 

第２ 本部員会議 

 

 

 

 

 

 

１  

２  

３  
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４  

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

(7)  

(8)  

(9)  

(10)  

(11)  

(1 )  

 

第３ 災害対策本部事務局 

 

 

 

 

 

第４ 本部連絡員・支所班応援要員 

1  

 

(1)  

(2)  

(3)  

 (4)  

２ ( )
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第５ 災害対策本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救援班（まちづくり協働課、市民課）   

班長 まちづくり協働課長 

凡 例 

○本  本部員会議参集者 

災害対策本部長 

○本  市  長 

市民環境対策部 

○本 生活文化部長 

支 所 長 文化班（文化スポーツ課）   

班長 文化スポーツ課長 

 

財務班（財務課、工事検査監） 

班長 財務課長 

 税務班（税務課） 

班長 税務課長 

 

関支所班（地域観光課） 

班長 地域観光課長 

 

指定避難所派遣職員 

総 務 対 策 部 

○本 総合政策部長 

○本危機管理監 
危機管理班（防災安全課） 

班長 防災安全課長 

広報班（政策課（広報秘書Ｇ）） 

班長 政策課長 

 

総括班 （総務課、政策課（政策調整Ｇ）） 

班長 総務課長 

現地連絡班（選挙管理委員会事務局、監査委員事務局） 

班長 選挙管理委員会事務局長 

 経理班（会計課） 

班長 会計課長 

総 合 政 策 部 次 長 

 

福祉医療対策部 

○本  健康福祉部長 

 

○本  地域医療部長 

 

建 設 対 策 部 

○本  産業建設部長 

○本  上下水道部長 

 

○本  消防団長 

環境班（環境課） 

班長 環境課長 

教育第１班（教育総務課、生涯学習課） 

班長 教育総務課長 

教育第２班（学校教育課） 

班長 学校教育課長 

本部付 

○本  教育長 

教 育 対 策 部 

○本  教 育 部 長 

 

消防総務班（消防総務課、予防課） 

班長 消防総務課長 

消防通信班（情報指令課） 

班長 情報指令課長 

消防救助班（警防課、関分署、北東分署） 
班長 警防課長 

消 防 対 策 部 

○本  消 防 部 長 

○本  消 防 署 長 

 

第１分団 ～ 第１２分団・女性分団 

現地対策 

本  部 

上水道班（上水道課） 

班長 上水道課長 

巡視班（用地管理課） 

班長 用地管理課長 

下水道班（下水道課） 

班長 下水道課長 

調査班（都市整備課） 

班長 都市整備課長 

土木班（土木課） 

班長 土木課長 

商工農林班（産業振興課） 

班長 産業振興課長 

健康福祉班 （地域福祉課、長寿健康課） 

班長 地域福祉課長 

児童支援班（子ども未来課） 

班長 子ども未来課長 

医療班 （病院総務課、地域医療課） 

班長 病院総務課長 

亀山市消防団 

生 活 文 化 部 次 長 

産 業 建 設 部 次 長 

副本部長 

○本  副市長 

○本 地域医療統括官 

○本 消防長 

健 康 福 祉 部 次 長 

本部付 

○本  病院長 
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第６ 各対策部の所掌事務  

各対策部における所掌事務を次のように定める。 

１ 共通事務 

各対策部(班)共通 

1  本部長の特命による業務の援助に関すること 

2  所管に関する被害状況及び災害対策実施状況の取りまとめ並びに災害対

策本部との連携に関すること 

3  関係機関及び関係団体等との連絡調整に関すること 

4  他対策部(班)に対する応援等業務支援に関すること 

 

２ 対策部の事務基準 

部 班・担当 所   掌   事   務 

危 機 管 理 班 

（防災安全課） 

1  災害対策本部の設置及び廃止に関すること 

2  本部員会議の庶務及び運営に関すること 

3  職員の非常招集と配備体制に関すること 

4  県災害対策本部及び防災関係機関との連携に関すること 

5  地震情報及び気象予警報の受理及び伝達に関すること 

6  市民等に対する避難勧告・指示に関すること 

7  自衛隊の災害派遣要請、受入調整及び撤収要請に関すること 

8  防災関係機関への出動要請及び受入調整に関すること 

9  防災行政無線の通信確保及び通信の統制に関すること 

総 

 

務 

 

対 

 

策     

 

部 

総  括  班 

（政策課（政策

調整Ｇ）、

総務課） 

 

1  職員の招集及び配置調整に関すること  

2  応援市町等の受入及び宿舎の調整に関すること 

3  職員の健康管理及び災害給付に関すること 

4  被害速報の集計及び被害状況の図示記録に関すること 

5  り災証明書の発行及びり災台帳の作成に関すること 

6  各対策部に対する防災・災害情報の周知に関すること 

7  市民の安全確保及び応急対策に係る情報の伝達に関すること 

8  市民等被災者からの電話による被害情報の受理及び応対に関すること 

9  自衛隊の災害派遣部隊及び防災関係機関の受入れに関すること 

10 災害対策本部の運営に関し、システム等その他支援に関すること 

広  報  班 

（政策課 

（広報秘書Ｇ） 

1  災害関係の広報・広聴に関すること 

2  報道機関等に対する情報提供及び協力要請に関すること 

3  公共交通機関等の被害状況及び規制等の広報に関すること 

4  渉外に関すること 

5  災害対策本部の運営に関し、システム等その支援に関すること 

現 地 連 絡 班 

（選挙管理委員事務局、 

監査委員事務局） 

1  現地連絡所の開設・運営及び現地対策本部の開設準備に関すること 

2  現地災害情報の収集及び災害対策本部への報告に関すること 

3  災害対策本部の運営に関し、その支援に関すること 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

総 

 

務 

 

対 

 

策 

   

部 

 

経  理  班  

（ 会 計 課 ） 

1  災害関係経費の出納に関すること 

2  災害義援金の受入れ及び一時保管に関すること 

3  指定金融機関との連絡調整に関すること 

 

財  務  班  

（財務課、 

工事検査監） 

1  市本庁舎の安全確保に関すること 

2  災害関係予算の措置に関すること 

3  市有財産の被害調査及び応急対策に関すること 

4  財政に関する国、県との連絡調整に関すること 

5  関係行政機関への陳情及び要望事項の取りまとめに関すること 

6  応急対策車両の借上げ及び輸送車両等の確保に関すること 

7  応急救援用資機材、災害関係物品等の調達に関すること 

8  避難所に対する救援物資等の輸送に関すること 

税  務  班 

（ 税 務 課 ） 

※避難所開設が

必要な場合は、

市民環境対策部

に属し、１～５

の所掌事務を行

う。 

1  避難所の開設・運営及び避難者の受入れに関すること 

2  避難者名簿の作成に関すること 

3  避難所における食糧及び生活必需品等の配布に関すること 

4  避難者等に対する非常炊出し等、給食管理に関すること 

5  避難所における被災住民からの被害調査に関すること 

6  被災住家等の被害調査に関すること 

7  被災者に対する市税の減免措置及び税務上の諸証明の発行に関するこ

と 

市 

 

民 

 

環 

 

境 

 

対 

 

策 

 

部 

救   援   班 

（まちづくり協働課、  

市民課） 

1  避難所の開設・運営及び避難者の受入れに関すること 

2  避難者名簿の作成に関すること 

3  避難所における食糧及び生活必需品等の配布に関すること 

4  避難者等に対する非常炊出し等、給食管理に関すること 

5  避難所における被災住民からの被害調査に関すること 

6  市民及び外国人を対象とした相談窓口の開設・運営に関すること 

関 支 所 班  

（地域観光課） 

1  関地区における被災市民の救援に関すること 

2 関支所の安全確保に関すること 

3 関地区内の被災住家等被害調査に関すること 

4  防災行政無線(同報系)による災害情報等の伝達広報に関すること 

5  関地区内での被害情報の受理及び災害対策本部への速報に関すること 

6  観光客に対する災害情報の提供及び帰宅困難者への支援に関すること 

7  観光施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

文  化  班  

（文化スポーツ課） 

1  避難所の開設・運営及び避難者の受入れに関すること 

2  避難者名簿の作成に関すること 

3  避難所における食糧及び生活必需品等の配布に関すること 

4  避難者等に対する非常炊出し等、給食管理に関すること 

5  避難所における被災住民からの被害調査に関すること 

6  文化スポーツ施設の避難所及び避難地としての応急供用に関すること 

7  文化財等の被害状況調査及び応急対策に関すること 

8  文化財所有者・管理者に対する保管方法等の指導に関すること 

9  国、県等関係機関への応援要請及び連絡調整に関すること 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

市

民

環

境

対

策

部 

環 境 班 

（ 環 境 課 ） 

1  被災地域における生活環境の保全に関すること 

2  斎場施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

3  ごみ及びし尿の処理に関すること 

4  廃棄物処理施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

5  災害廃棄物の発生状況調査及び処理対策に関すること 

6  災害廃棄物仮置場候補地の選定及び対策に関すること 

7  災害廃棄物処理実行計画の作成に関すること 

福 

 

祉 

 

医 

 

療 

 

対 

 

策 

 

部 

健 康 福 祉 班 

（地域福祉課、

長寿健康課） 

1  災害時における医療の総合計画に関すること 

2  医薬品及び医療用資機材の調達に関すること 

3  救護所（応急治療所）の設置に関すること 

4  災害医療救護班との連絡調整に関すること 

5  救助法の適用手続き及び事務に関すること 

6  災害義援金、救援物資の収受及び事務手続きに関すること 

7  感染症等の防除、防疫及び避難住民に対する衛生指導に関すること 

8  災害用トイレの設置及び管理に関すること 

9  被災者の健康管理及び健康相談に関すること 

10  ボランティアセンター開設及びボランティア受入れに関すること 

11  遺体安置所の開設及び管理に関すること 

12 福祉避難所の開設調整及び要援護者の受入対策に関すること 

13 要配慮者等の健康管理及び健康相談に関すること 

14 要配慮者等に対する安否確認及び避難者名簿の作成に関すること 

児 童 支 援 班 

（子ども未来課） 

1 園児の被害状況調査及び安全対策に関すること 

2 幼稚園・福祉関係施設・設備の被害状況調査及び応急対策に関すること 

3 児童・園児等子どものこころのケアに関すること 

4 子ども・女性相談窓口の開設・運営に関すること 

医  療  班  

（病院総務課、 

地域医療課） 

1  災害支援病院としての機能維持に関すること 

2  被災患者の治療・患者移送及びその他の医事に関すること 

3  所管に係わる関係機関、団体等との連絡調整に関すること 

建    

 

設 

 

対 

 

策 

 

部 

巡  視  班  

（用地管理課） 

1  道路、水路、河川、急傾斜地等危険箇所の巡視及び規制に関すること 

2  被災予想地帯の警備に関すること 

土  木   班 

（土木課）  

1  道路、水路、河川、都市計画施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

2  砂防設備、河川施設、土木施設の被害調査及び応急対策に関すること 

3  建設業協会等に対する応急復旧対策の協力要請に関すること 

調 査 班 

（都市整備課） 

1  被災建築物等の応急危険度判定活動に関すること 

2  被災建築物等の応急危険度判定士の受入調整に関すること 

3  市営住宅の被害状況調査並びに対策に関すること 

4  応急仮設住宅の建設に関すること 

5  緊急輸送道路の確保に関すること 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

建 

 

設 

 

対 

 

策 

 

部 

 

上 水 道 班  

（上水道課） 

 

1  市民に対する飲料水の供給に関すること 

2  飲料水供給に関する市民への広報に関すること 

3  上水道施設の被害状況調査及び応急復旧に関すること 

4  亀山市水道事業協同組合に対する応急復旧の協力要請に関すること 

5  災害による水質管理に関すること 

下 水 道 班  

（下水道課） 

1  市民に対する飲料水の供給応援に関すること 

2  飲料水供給に関する市民への広報支援に関すること 

3  下水道施設の被害状況調査及び応急復旧に関すること 

4  下水道建設業者及び応急対策員の確保に関すること 

商 工 農 林 班 

（産業振興課） 

1 商工業施設の被害状況及び営業状況調査に関すること 

2 市内の運輸交通等の被害調査対策に関すること 

3 被災農畜産物の被害調査及び応急対策に関すること 

4 家畜伝染病予防対策に関すること  

5 農地等の応急復旧並びに冠水排除に関すること 

6 ため池及び農業施設の被害調査及び応急対策に関すること 

7 山腹崩壊・崩壊土砂流出危険地区の応急対策に関すること 

8 森林産物の被害調査及び応急対策に関すること 

9 林道の被害調査及び規制・応急復旧に関すること 

10  治山施設の被害調査に関すること 

教

育

対

策

部 

教育第１班  

（教育総務課、 

生涯学習課） 

1  児童・生徒の被害状況調査及び安全対策に関すること 

2  学校、その他設備の被害状況調査及び応急対策に関すること 

3  災害時における学校給食の対策に関すること 
4  学校施設における避難所等の供用に関すること 

5 社会教育施設における被害調査及び応急対策に関すること 
6  避難の開設・運営及び避難者の受入れの応援に関すること 

教育第２班  

（学校教育課） 

1  児童・生徒の被害状況調査及び安全対策に関すること 

2 児童・生徒の応急教育の実施に関すること 

3  被災児童・生徒に対する教材及び学用品等の給付に関すること 
4 県教育委員会等関係機関との連絡調整に関すること 

5 避難の開設・運営及び避難者の受入れの応援に関すること 

消

防

対

策

部 

消防総務班  

（消防総務課、

予防課） 

1  消防における指揮・命令系統の確立及び調整に関すること 

2  亀山消防署の安全確保に関すること 

3 災害対策本部との連絡調整に関すること 

4  消防団への出動指令等の調整に関すること 

5  消火用資機材の確保及び調達に関すること 

6  消防用施設の被害状況調査及び対策に関すること 

7  避難勧告等の伝達に関すること 

8  出火防止対策等に関すること 

9  危険物貯蔵施設の調査、指導に関すること 

10  消防応援部隊の受入体制の確立及び部隊の再編成に関すること 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

消 

防 

対

策

部 

消防通信班  

（情報指令課） 

1  災害速報の受理及び出動指令の伝達に関すること 

2 部隊の指揮命令の伝達に関すること 

3  被害情報の集約及び災害対策本部への被害情報の速報に関すること 

消防救助班  

（警防課、関分署、 

北東分署） 

1  人命救助、消防活動及びその他警防活動に関すること 

2  消防団及び自主防災組織の現場活動の協力支援に関すること 

3  傷病者の救護及び救急搬送に関すること 

4  消防団との現場活動方針等の調整に関すること 

直

轄 

指定避難所  

派 遣 職 員  

1  災害発生直後における指定避難所の緊急点検及び巡視に関すること 

2  指定避難所の開設及び避難者の受入活動に関すること 

3  指定避難所における地域被害情報の聴取及び災害対策本部への報告に 

関すること 

消

防

団 

第１分団～ 
第１２分団 
女 性 分 団 

1  危険箇所の警戒、避難勧告(指示)等の伝達及び避難誘導に関すること 

2  地震、風水害、火災及びその他の災害に関する警戒防御に関すること 

3  災害対策本部及び消防本部との連絡調整に関すること 
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第７ 参集状況に応じた対策部体制 

 

 

１ 本部班体制 

 

 

２ 各対策部（班）体制 

１  

２ 

 

 

 

第８ 指定避難所指定職員 

 

 

1 指定避難所指定職員の位置付け 

1  

  

2  

 

 

2 指定避難所指定職員選任の基準 

1    

2   

3  
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4  

 

 

3 指定避難所指定職員の任務 

 

1   

2   

3   

4   

 

 

第９ 消防団 

 

 

1 活動体制 
     

 

１ 消防団本部等 

(1)  

    

 

(2)   

 

(3)  

 

２ 消防団本部等の組織体系 

 

 

 

 

 

 

 

【消防庁舎】 

団 本 部 

消防団長 

副 団 長 

・第１分団～第１２分団 

・女性分団 

【各地域】 

各 分 団 長 
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３ 消防団本部等の所掌事務 

要  員 区  分 所  掌  事  務 

団   長 

副 団 長 

 

団本部 
1 消防団員の動員に関すること 

2 情報収集に関すること 

3 資機材の確保、調達に関すること 

4 災害対策本部及び消防本部との連絡調整に関すること 

5 消火活動に関すること 

6 救助、救急活動に関すること 

7 被災者の避難誘導に関すること 

8 広報活動に関すること 

9 行方不明者の捜索収容に関すること 

10 関係機関との連絡に関すること 

分     団 

 

2 防災活動 

 

１   

 

２ 

 

３ 

 

４  

５  
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第３節 地震情報等の収集・伝達活動 

第１ 地震情報等の伝達系統 

   

 

 

 

 

情 報 の 種 類 伝  達  経  路 担     当 

地震防災対策強化地域 
判定会召集の報告 

１ Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報シス

テム） 

２ 三重県防災行政無線 

３ 県の一斉優先ＦＡＸ 

４ 一般の加入電話・ＦＡＸ 

防災安全課 

又は消防本部 

警 戒 宣 言 ( 予 知 情 報 ) 

前記以外の判定会に関
わる地震情報 

地  震  情  報 

震  度  情  報 

 

1  消防庁への連絡先 

(1) 通常時（消防庁震災等応急室） 

 NTT 回線 消防防災無線 地域衛星通信ネットワーク 

T E L    - - - - -  

F A X    - - - - -  

 

(2) 夜間・休日時（消防庁宿直室） 

 NTT 回線 消防防災無線 地域衛星通信ネットワーク 

T E L   2 - - - - - 2          

F A X    - - - - -  
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２ 地震及び津波警報等の伝達系統 

  ┘ ⌐ ∆╢ │⁸ ⅜ ⇔⁸ ─ ⌐╟╡ ⅜ ↕╣╢⁹ 

 

地震情報等伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ  Ｈ  Ｋ  
 

 

⅍ 

׀
֦
ᾶ
᷂

ְ 

᷂

ְ 

̮ 
 

 

 ה

Ὅ 

Џ 
 

 

⁸ 

ＮＴＴ東日本 
ＮＴＴ西日本 

交番、駐在所 

 

三 重 県 

（災害対策課） 

中 部 管 区 

警  察   局 

三 重 県 

警 察 本 部 
警 察 署 

 

各消防本部 

 

各地域防災 

総合事務所 

報道機関 

 

気象庁 

 

警報事項の通知機関 
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第２ 地震発災時の情報伝達 

 

 

 

１ 職員への伝達 

   

 

 

 

【情報伝達系統図】 

 

 

                  地震・火災情報 

 

 

 

                     

 

 

            危機                         

  

 

               

                             

          

       

 

   地 

 

_ 

_ 

市長不在の場合① 

地域医療統括官不在の場合③ 

市 長 
消 防 庁 

消防本部（情報指令課） 三 重 県 

市民・自主防災組織 各部員 

各部長 

副市長 

消防長 

本部付 

地域医療統括官 副市長不在の場合② 

県気象情報配信システム 

宿・日直者（夜間・休日） 

防災安全課 
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２ 地震発生時の地震情報の伝達 

【 庁 内 放 送 文 例 】 

配備基準 文            例 

震 度 ４ 

ただ今、震度 4 の地震が発生しました。 

「準備体制を指令します。」職員は、負傷者がいないか確認するとともに、

安全確認を行ってください。 

震度５弱 

ただ今、震度 5 弱の地震が発生しました。 

「警戒体制を指令します。」職員は、周囲に負傷者がいないか確認するとと

もに、安全確認を行ってください。 

また、各対策部長は、直ちに大会議室に参集してください。 

震度５強 

以上 

ただ今、震度５強の地震が発生しました。 

「非常体制を指令します。」職員は、周囲に負傷者がいないか確認するとと

もに、安全対策を行ってください。 

各対策部長は、速やかに大会議室に参集するとともに、各対策部は事務分

掌に基づいて活動に取り組んでください。 

 

３ 勤務時間外の伝達  

 

 

４ 県への伝達 

 

１ ( )  

２  

３  

 

５ 消防本部による伝達活動 
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第４節 被害情報の収集・伝達活動 

第１ 初期被害情報の収集・伝達 

 

 

1  被害規模早期把握のために収集する情報 

項      目 情 報 の 内 容 担  当 

【概括的被害情報】 

1  人命危険の有無及び人的 

被害の発生状況 

2  火災、土砂災害等の二次 

災害の発生状況、危険性 

3  市民の動向 

4  道路交通の状況 

1  指定職員、避難所開設職員からの報告

による防災生活圏単位で調査 

2  ため池、土砂災害等の危険箇所 

市民環境対策部 

建 設 対 策 部 

自主防災組織からの情報 

総 務 対 策 部 参集途上の情報（勤務時間外の場合） 

目視による情報 

【ライフライン被害の範囲】 

各ライフライン管理者に問

い合わせる。 

上水道 

建 設 対 策 部 

総 務 対 策 部 

下水道 

電 話（電話各社） 

携帯電話（携帯電話各社） 

ガ ス（事業所） 

電 力（事業所） 

【医療関係情報】 

１ 医療情報 

２ 救急情報 

３ １１０番通報 

市内医療機関等 福祉医療対策部 

１１９番通報(消防対策部消防通信班) 消 防 対 策 部 

１１０番通報（亀山警察署） 
総 務 対 策 部 

市役所への市民通報 

【避難情報】 

帰宅困難者、避難者の把握 

帰宅困難者、観光客等の状況(関支所班) 
市民環境対策部 

各避難所の避難者の状況 

その他被害関連情報 

所管施設・設備の損壊状況 

総 務 対 策 部 1  開始した応急対策の内容 

2  災害の発生拡大防止措置上必要な事項 
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2  情報収集・連絡  

１ 勤務時間内の場合 

(1)  

(2)  

      

      ( )  

(3) 

 

(4) 

 

(5) 

 

２ 勤務時間外の場合 

(1)  

(2) 

™≡ ╛⅛⌐ ╡╕≤╘⁸ ⌐ ∆╢⁹ 

     ∕─ ⁸ ⌐≤╠╦╣∏⁸ ⌂  

 

3  ヘリコプターの支援要請 

 

 

4  緊急を要する災害情報の関係防災機関への通報 

 

 

5  情報の整理 

１ 情報の整理・分析 

(1) 

 

(2) 

 



地震災害対策編  

第３章 災害応急対策             第４節 被害情報の収集・伝達活動 

 

104 

 

２ 情報の整理 

 

 

6  情報に基づく判断（応援体制の判断） 

 

 

 

 

7  市民への周知 

 

  

１  

２  

３  

 

8  県への報告 

 

 災害報告系統】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各対策部 

県 出 先 
関係事務所 

災害対策本部 亀山警察署 

県鈴鹿地方災害対策本部 
(鈴鹿地域防災総合事務所) 

 

報告 連携 

報

告 
通報 

三重県警察本部 
県災対本部 

（防災対策部災害対策課） 
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第２ 一次被害情報の収集・伝達 

 

１ 収集する情報の種類 

項   目 情  報  内  容 担    当 

人  的  被  害 
死者、行方不明者の状況 総 務 対 策 部 

負傷者の状況 福祉医療対策部 

住  家  被  害 

全壊、半壊の状況 市民環境対策部 

消 防 対 策 部 

建 設 対 策 部 

全焼、半焼の状況 

応急危険度判定調査 

公共土木施設の

被 害 

道路、橋梁、河川等の状況 

建 設 対 策 部 

1  急傾斜地、宅地等の状況 

2  ため池、急傾斜地等の調査 

交通施設、交通の状況 

(公共交通機関、道路交通) 

ライフライン施設の状況 

(上水道、下水道、電話、ガス、電気) 

建 設 対 策 部 

総 務 対 策 部 

そ   の   他 

救急・救助活動の状況 消 防 対 策 部 

医療活動の状況 福祉医療対策部 

応急給水の状況 建 設 対 策 部 

出火の状況 消 防 対 策 部 

社会的混乱の発生状況（警察） 
総 務 対 策 部  

避難勧告・指示（緊急）、警戒区域設定の状況 

避難所の状況 市民環境対策部 

非住家（公共施設等）の状況 
教 育 対 策 部  

建 設 対 策 部 

応急対策活動の実施状況等その他 各 対 策 部 
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2  情報の収集・連絡 

１  

２ 

 

３   

４ 

 

５  

６ 

 

７  

 

3  報告の種類 

１ 概況報告  

    

 

２ 災害速報 

     

     

 

３ 被害報告 

     . .

 

 

4  市民への周知  

              

 

  

１  

２  

３  
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5  得られた情報による判断  

１ 災害防止対策の判断 

  

 

    

２ 救助法適用の判断 

     

 

 
 

第３ 二次被害情報の収集・伝達 

 

1  収集する情報の種類  ＊情報の収集・連絡その他については、前項に準じる。 

項    目 情  報  内  容 担    当 

人  的  被  害 
死者、行方不明者の状況 総 務 対 策 部 

負傷者の状況 福祉医療対策部 

住  家  被  害 
全壊、半壊の状況 

全焼、半焼の状況 

市 民 環 境 

消 防 対 策 部 

非 住 家 被 害 公共建物 所 管 対 策 部 

そ  の  他 

 

文教施設 
市民環境対策部 

教 育 対 策 部 

病 院 福祉医療対策部 

道 路 

建 設 対 策 部 

橋 梁 

河 川 

砂 防 

がけ崩れ 

上水道 

下水道 

ブロック塀等 

ため池 

田 畑 

農林業施設 
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項    目 情  報  内  容 担    当 

そ  の  他 

 

廃棄物処理施設 市民環境対策部 

鉄 道 

総 務 対 策 部 
電 話 

電 気 

ガ ス 

被    災    者 被災世帯、被災者数 市民環境対策部 

火      災 火災発生（建物、危険物、その他） 消 防 対 策 部 

被    害    額 

公共文教施設 
総 務 対 策 部 

教 育 対 策 部 

その他の公共施設 総 務 対 策 部 

農林畜産被害、商工被害 建 設 対 策 部 

 

第４ 住家等被害調査 

 

 

1  調査の実施 
１ 第一次調査 

 

２ 第二次調査 

 

 

 

2  調査体制 

│⁸ ─ ⌐╟╡ ╩ ∆╢⁹ 

１ 編 成 

(1)  

   (2) 

 

２ 調査期間 

(1)    

(2)    

 

3  調査方法 
⌐╟╡ ≢ ™⁸ ⅛╠ ╩ ℮ ⁸ ╩№



地震災害対策編  

第３章 災害応急対策             第４節 被害情報の収集・伝達活動 

 

109 

 

╠⅛∂╘ ⌐ ─℮ⅎ⁸ ⅜ ≢№╢⅜ ⌂ ╡ ╩ ∆╢↓≤

⌐╟╡⁸ ⌐ ╩ ∆⁹ 

 

 

4  判定基準 

   

 

  (

( ) )  

 

被害種類 認   定   基   準 

全   壊 

（全焼・全

流出） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が

倒壊、流出、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により

元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若し

くは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度

のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割

合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程度のものとする。   

大 規 模 

半  壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を

行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。 

具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の５０％以上７０％未満のも

の、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で

表し、その住家の損害割合が４０％以上５０％未満のものとする。 

半   壊 

（ 半 焼 ） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家

の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的

には、損壊部分がその住家の延床面積の２０％以上７０％未満のもの、または

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その

住家の損害割合が２０％以上５０％未満のものとする。 

住   家 
現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかど

うかを問わない。 

非 住 家 

住家以外の建築物をいう。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。 

ただし、これらの施設に、常時人が居住している場合には、当該部分を住家

とする。 

 

 

1     
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2     

 

3      

 

 

第５ 通信機能の確保 

1 通信手段 

     

 

   

 

 

2  実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内   容 

総 務 対 策 部 

1  通信手段の確保 

2  本部への通信機器等の配備 

3  通信機器、非常通信装置等の故障時の修理依頼 

4  加入電話の増設依頼 

5  他機関等に対する通信機器確保のための要請 

6  災害時優先電話の登録と確保 

7  防災行政無線による通信 

8  市民への不要不急電話抑制の広報 

消 防 対 策 部 無線通信機能の確保 

市民環境対策部 防災行政無線（固定系）による関地区内への広報 

市 民 ・ 事 業 所 不要不急電話の抑制 

防 災 関 係 機 関 通信確保への協力 

ア マ チ ュ ア 
無 線 ク ラ ブ 

1  アマチュア無線による災害情報の収集伝達に関する協力 

2  避難場所、避難所、被災箇所等と災害対策本部との間の情報連絡

に対する協力 
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３ 災害時における通信連絡手段 

 

 

 

 

 

 

1  電気通信網を利用した通信・連絡手段 

通信・連絡手段 備             考 

一 般 加 入 電 話 通常の電話及びＦＡＸ 

衛 星 携 帯 電 話 一般加入電話等が利用できない場合 

携  帯  電  話 携帯用電話 

災 害 時 優 先 電 話 

1  非常通話 

通常の電話回線を利用するが、防災機関が特定の目的で利

用する際には、他の通信に優先して接続される。 

2  緊急通話 

通常の電話回線を利用するが、防災機関が特定の目的で利

用する際には、他の通信に優先して接続される。 

非  常  電  報 非常通話に準ずる。 

緊  急  電  報 緊急通話に準ずる。 

インターネット通信 一般の電話回線を利用するインターネット通信 

ケーブルテレビ通信 専用ケーブル回線を利用するインターネットを含む通信 

生活文化部ＩＰ無線 生活文化部専用の無線 
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2  無線通信網を利用した通信・連絡手段 

通信 ・ 連絡手段 備          考 

三重県防災行政無線(地上系・衛星系) 県及び県内各市町を結ぶ無線 

亀山市防災行政無線 各対策部を結ぶ無線 

亀山市地域防災行政無線（同報系） 関支所管内の一斉広報無線 

消防用無線 消防専用の無線 

 

 

４ 通信手段の確保 

   

 

1  無線通信機器の配置と集中統制運用 

 

 

通  信  機  器 配 置 場 所 

三重県防災行政無線(地上系・衛星系) 市本庁舎(関庁舎) 

消防庁舎 亀山市防災行政無線 

亀山市地域防災行政無線（同報系） 関支所庁舎 

消防用無線 消防庁舎 

 

 

2  三重県防災行政無線 

(1) 

 

(2) 
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3  亀山市防災行政無線 

(1)  

(2) 

 

4  衛星携帯電話 

(1) 

 

(2) 

 

５ 消防専用無線等 

(1) 

 

(2)  

６ 他機関の無線通信施設の利用 

(1) 

 

(2) 

 

 

(3)  

 

７ 災害時優先電話の登録・利用方法 

(1) 

( )  

(2) ( )

 

８ 非常通話 

 

(1) 

 

(2)  
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(3) 

 

(4) 

 

(5) 

 

(6)  

(7) 

 

    ( )

 

  

  

  

  

９ 緊急通話 

 

 

(1) 

 

(2) 

 

1 ０ 非常電報及び緊急電報 

(1) 

 

(2)  

(3)  

1 １ 専用電話 

(1) 

 

(2) 
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５ その他の通信連絡手段 

1  アマチュア無線 

( )

 

2 携帯電話等 

 

 

 

3  インターネット通信等 

 

 

 

 
６ 通信連絡の原則 

 

 

 
７ 通信時の留意事項 

1   

2   

3
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第５節 広域的な応援・受援体制 

第１ 応援体制 

１ 三重県市町災害時応援協定等に基づく応援要請の受理 

 

 

 

２ 情報収集のための職員の派遣 

  

 

 

 

  │⁸ ≤ ⌐ ╩ ╡⌂⅜╠⁸ ─ ╩☼כ♬ ⌐

∆╢↓≤⌐ ╘╢⁹ 

 

３ 応援内容の検討 

  

 

  ⅜ ⌂ │⁸ ∟⌐ │ ┼∕─ ╩ ∆╢⁹ 

 

４ 応援体制の構築 
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５ 県外被災地への応援 

   

 

 

 

第２ 受援体制 

１ 各協定等に基づく応援要請 

    

 

 

 

２ 連絡要員の受入 

  

 

 

３ 具体的な要請内容の検討 

   

 

 

４ 受入体制の構築 
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第３ 国・その他の地方公共団体への職員の派遣要請等 

   

 

 １  

 

 ２  

 

 ３  

      

 ４ 

 

 

1 要請の手順 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

252 
 
─ 
17 

 
 
 
市 町 

 

指定地方 

行政機関 

三重県 

全般的な 
相互応援 
協力要請 

職員の派遣要請 

応急措置の応援要請 

協定等 

地方自治法 
252 条の 1 7 

 
 
 

亀山市 基本法 6 7 条 

基本法 
29 条 

基本法 
29 条 

 

基 
本 
法 
29  

条 

 

基 
本 
法 
68  

条 

 

基 
本 
法 
30  

条 
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２ 従事命令等 

  

 

 

 

 

３ 県への応援要請 

 

１ 

 

２  

３  

４  

 

５  

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

 

４ 他市町への応援要請 

 

１  

２ 

 

３  

４  
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５ 相互応援協定等 

１  

     

協 定 等 の 名 称 協定締結機関・団体等 

三重県市町災害時相互応援協定 県内各市町 

三重県消防相互応援協定等 各消防本部 

三重県防災ヘリコプター支援協定 県内各市町 

三重県水道災害広域応援協定 県内各市町 

災害救助用米穀等の緊急引渡しについての協定 三重県 

三重県災害等廃棄物処理応援協定 三重県、県内各市町、県内各清掃組合 

   

２ 

 

３ 

 

    

 

６ 職員の派遣要請 

１ 職員の派遣要請 

(1)  

(2)  

(3)  

 

 

２ 職員の派遣を要請する際に明らかにすべき事項 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

(7)  
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７ 指定公共機関、防災関係民間団体等への応援要請 

 

 

 

８ 応援の受入れ 

１ 受入れの担当 

受 入 対 象 受 入 担 当 

食糧及び生活必需品 総務対策部 

人 的 応 援 応援を要請した各対策部 

２ 宿泊場所 

       

    

 

 

 

第４ 他の地方公共団体への職員派遣 

 

 

1 派遣体制 

１ 派遣体制の時期  

    

２ 派遣人員 

  1  

３ 派遣期間  

   

４ 派遣決定の調整 
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2 派遣方法 

１ 派遣職員の人選 

 

２ 輸送手段 

(1)  

(2)  

(3)  

３ 派遣に伴う携行品 

        

 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

４ 救援物資の調達 

 

 

3 派遣先での対応 

１  

２  

 

第５ 防災関係機関との連携 

１ 実施責任 
  

役職・組織等 活   動   の   内   容 

本  部  長 

1  広域応援要請の指示に関すること 

2  自衛隊災害派遣要請に関すること 

3  自衛隊への報告に関すること（県への連絡が取れない場合） 

4  救助法適用要請の指示に関すること 

5  海外支援受入れの判断に関すること 
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役 職 ・ 組 織 等 活   動   の   内   容 

総 務 対 策 部  

1 応援要請に関すること 

2 他機関との連絡調整に関すること 

3  救助法適用要請に関すること 

各  対  策  部 応援協定を締結している場合の応援要請に関すること 

自主防災組織等 
災害対策本部の要請により又は自主的な判断により災害対策本

部の実施する応急対策活動の応援を行うこと 

防 災 関 係 機 関 
災害対策本部と緊密な連携をとり、応援要請により活動を行う 

こと 

 

２ 各機関等との連携 

1  防災会議の招集 

─ ⌐ ╢ ⅜ ⇔√ ⁸ ⌐ ╢ ─ ╩ ╢√╘⁸

⌐ ∂≡ ╩ ⇔⁸ ─ ┘ ⌐ ∆╢ ╩ ™⁸

─ ╩ ╢⁹ 

2  連絡調整の体制 

⅜ ╩ ⇔√ ⁸ ─ │⁸ ≤─ ⌂

╩ ╢√╘⁸ ⌐ ∂≡ ╩ ∆╢⁹ 

╕√⁸ ─ ⅜№╡⁸ ⅜ ≤ ╘╢≤⅝│⁸ ╩

⌐ ∆╢⁹ 

3  連携する機関、連絡先及び協力を要請する事項 

─ ≤⇔≡ ┼─ ╩ ∆╢ ה │⁸ ─≤⅔╡≢№

╢⁹ 

 

 

組 織 ・ 団 体 名 協 力 を 要 請 す る 事 項 

【情報関係団体】 

自主防災組織 

アマチュア無線クラブ 

1  異常現象及び災害危険箇所を発見した場合の災害対 

策本部への通報 

2  災害情報の収集・伝達 

3  避難場所、避難所、被災箇所等と災害対策本部との間 

の情報連絡 

4  被害調査 
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組 織 ・ 団 体 名 協 力 を 要 請 す る 事 項 

【社会福祉及び社会教育団体】 

亀山市社会福祉協議会 

日本赤十字社亀山奉仕団 

亀山市婦人会連絡協議会 

炊き出し、給水その他救援物資等の配布 

【医療関係団体】 

一般社団法人亀山医師会 

一般社団法人亀山歯科医師    

会 

一般社団法人鈴鹿亀山薬剤 

師会 

日本赤十字社三重県支部 

1 医療救護及び助産救護活動 

2 防疫活動 

【産業経済団体】 

鈴鹿農業協同組合 

鈴鹿森林組合 

亀山商工会議所 

商業団体 

1 生活必需物資、生活関係物資の調達、配分 

2 産業に関する被害調査 

【復旧工事関係団体】 

三重県建設業協会亀山支部 

水道工事指定店 

排水設備工事指定店 

1 浸水対策活動 

2 公共土木施設、都市施設、農地及び農業用施設、水道 

施設の応急措置 

3 その他の施設の応急措置 

【地域関係団体】 

自主防災組織 

1 異常現象及び災害危険箇所を発見した場合の災害対 

策本部への通報 

2 災害の予防と拡大防止 

3 災害情報の収集、伝達 

4 避難住民の誘導、受入れ等住民の避難活動 

5 炊き出し、給水、その他救援物資の配布活動 

6 医療救護活動 

7 応急復旧活動 

8 被災地域の防犯活動 

9 その他災害応急対策業務 

連絡先及び連絡担当対策部の一覧は附属資料による。 
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要請による派遣 
又は自主派遣 

災害派遣命令権者 
(第３３普通科連隊長) 

派遣要請の要求ができない旨及び災害の状況を通知 

市   長 県 知 事 
派遣要請 被害状況の通知 

派遣要請の要求 

情報収集 

第６ 自衛隊災害派遣要請 

1  県への自衛隊災害派遣要請の要求 

１ 派遣要請手続き 

 

√∞⇔⁸ ⅜ ╩ ∆╢≤⅝│⁸ ┼ │ ≢ ⇔⁸

⌐ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

     ⌂⅔⁸ ⅜ ⌐ ╩ ╘╢↓≤⅜≢⅝⌂™ ⌐│⁸∕─ ┘

⌐ ╢ ─ ╩ ⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

√∞⇔⁸↓─ ⁸ │⁸ ╛⅛⌐ ⌐ ⇔

√ ╩ ⌐ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

2 災害派遣要請基準：３原則（公共性、緊急性、非代替性） 

１ 

 

２  
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3 要求書に記載する事項 

１ 災害の状況及び派遣を要請する事由（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らか

にすること。） 

２ 派遣を希望する期間 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

４ 連絡場所及び連絡者 

５ その他参考となる事項 

 

4 災害派遣受入体制の整備 

 

1  派遣部隊と市との連絡窓口及び責任者の決定 

(1)    

(2)  

2  作業計画及び資機材の準備 

(1) 

 

(2) 

 

3  宿泊施設(野営施設)及びヘリポート等施設の準備 

(1)  

(2)  

4  住民の協力 

 

５ 派遣部隊の誘導 

 

  

5  経費の負担区分 
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6  自衛隊が実施する対策 

１ 災害時の自主派遣( ) 

 

２ 自主派遣の判断基準 

(1)     

 

(2) 

 

(3) 

 

 

7  災害派遣時に実施する救援活動 

1  ( ) 

2  ( ) 

3   

4    

5   

6  1( ) 

7   

8   

9   

1 0   

1 1   

 

8  災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の権限 

 

 

                             
1 障害物の除去等により水路・道路を開くこと。 
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1   

2      

3    

4     

5   

6   

 

9  連絡員の派遣（自衛隊）  

 

 

10 緊急時派遣要請先 

 

○ 三重県防災対策部（災害対策課） 

平日の昼間・夜間及び土・日・祝日 

電話番号 ０５９－２２４－２１８９ 

○ 三重県防災行政無線【端末局】 

災害対策本部設置時（県庁講堂） 

地上系無線電話 ８－＊－６６０（代）～ ６８３ 

衛星系無線電話 ７－１０１－６６０（代）～ ６８３ 

災害対策本部設置時（プレゼンテーションルーム） 

地上系無線電話 ８－＊－６４８ 

衛星系無線電話 ７－１０１－６４８ 

○ 三重県防災行政無線【移動局】 

災害対策本部設置時（県庁講堂） 

地上系無線電話 ＊－６６０（代）～ ６８３ 

災害対策本部設置時（プレゼンテーションルーム） 

地上系無線電話 ＊－６４８ 

 

○ 陸上自衛隊第３３普通科連隊 

所在地 ： 津市久居新町９７５ 

電話番号 ０５９－２５５－３１３３ 

 

○ 三重県防災行政無線【端末局】 

当直指令室 

地上系無線電話 ８－８４１―＊＊－１２ 

衛星系無線電話 ７－８４１－１２ 
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○ 三重県防災行政無線【移動局】 

当直指令室 

地上系無線電話  ８４１―＊＊－１２ 

 

 

11  撤収要請 

 

 

 

 

第７ 三重県防災ヘリコプター支援要請 

 

  

１ 応援要請の原則 

 

１  

２  

３ 

 

 

2  応援要請方法 

１ 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  
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(6)  

２ 

 

３  

 

 

三重県防災対策部災害対策課 防災航空班 

○ NTT 回線電話（緊急専用） 059   235  -  2558   

ＦＡＸ  059   235   2557  

   ○ 三重県防災行政無線 電話  ８－１４５－＊＊－１１ 

ＦＡＸ  ８－１４５ 

 

3  緊急運航の要件 

１ 公共性 

  

２ 緊急性 

   (

) 

３ 非代替性 

   (

) 

 

4  防災ヘリコプター緊急運航要請の基準 

１ 救急活動 

(1)  

(2)  

 

(3)  

 

 (4)  



地震災害対策編  

第３章 災害応急対策               第５節 広域的な応援・受援体制 

131 

 

２ 救助活動 

(1)  

(2) 

 

３ 災害応急対策活動 

(1)  

 

(2)  

 

 (3)  

   

 

４ 火災防御活動 

(1)  

(2)  

(3)  

5  要請者において措置する事項 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4) 

 

 

 

第８ 災害放送の要請 

1  放送要請方法 

１ 

 

２  

３  

(1)  
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(2)  

 

2  要請時に明らかにすべき事項 

 

 

１  

２  

３  

４  

 

 

第９ 海外支援の受入れ 

 

NGO(

 

 

1  外務省経由の海外支援 

１ 支援活動の打診 

 

２ 支援受入れの判断 

 

３ 支援の回答 

 

４ 受入れ 

 

５ 支援部隊の撤収要請 

 

６ 海外支援活動の記録 
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2  市に直接申入れのある海外支援 

１ 支援活動の打診 

NGO

 

２ 支援受入れの判断 

   

 

３ 支援の回答 

 

４ 受入れ 

 

５ 支援部隊の撤収要請 

 

６ 海外支援活動の記録 
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第６節 救助法の適用  

 

 

第１ 救助法の適用手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  被害状況等の報告・適用要請 

 

 

 

県 災 対 策 本 部 （ 地 方 部 ） 

県  災  対  本  部 

国 

災 害 発 生 

  災  害  対  策  本  部 

承   認 

被害状況情報提供・法適用協議 

被 害 状 況 情 報 内 容 確 認 

報道発表 法 適 用 決 定 

適 用 通 知 

被害状況情報提供・法適用要請 

被 害 調 査 

被 災 住 民 

救 助 実 施 
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2 救助の実施 

  

 

 

第 2  適用基準 

                 

 

  

１ 適用の要件 

１ 

 

２  

３  

  

２ 適用基準 

１ 

( ) 

２ 

( ) 

３  

 

( ) 

４ 

( ) 

 

３ 被災世帯の算定基準 

１ 住家の減失等の認定 
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２ 住家の減失等の算定 

 

    

４ 救助法の運用 

１ 救助法による救助の種類 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

(7)  

(8)  

(9)  

(10)  

(11) 

 

  (7)

 

２ 実施責任者 

 

 

３ 救助の実施 

 

 

５ 経費の支弁及び国庫負担 

   

    

２   
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標準税収入見込額に占める災害救助費の割合 国庫負担 

標準税収入見込額の 2/100 以下の部分 50/100  

標準税収入見込額の 2/100 を超え、4 / 100 以下の部分 80/100  

標準税収入見込額の 4/100 を超える部分 90/100  

 

６ 市町別適用基準該当 

 

 

市町区域の人口 第１号 第２号 

50,000 人以上  100,000 人未満 
住家滅失世帯数 

80 世帯 

住家滅失世帯数 

40 世帯 

※１ 半壊又は半焼した世帯は、２世帯をもって滅失した一の世帯とする。 

※２ 床上浸水した世帯は、３世帯をもって滅失した一の世帯とする。  
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７ 救助法による救助の程度と期間 

「救助法による救助の程度・方法及び期間」早見表 (平成３０年度基準) 

救助の種類 対    象 費用の限度額 期  間 備    考 

避難所の設置  災害により現に被

害を受け、又は受ける

おそれのある者 

(基本額) 

1 避難所設置費 

１人１日当たり３２０円以内 

2 高齢者等の要配慮者等を受入れ

る「福祉避難所」を設置した場合

は、特別な配慮のために必要な通

常の実費を加算できる。 

3  避難所での生活が長期にわたる

場合等においては、避難者への健

康上の配慮により、ホテル、旅館

等宿泊施設を借上げ、供与するこ

とができる。 

災害発生の

日から７日

以内 

費用は避難所の設置、維

持及び管理のための賃金職

員雇上費、消耗器材費、建

物等の使用謝金、借上費又

は購入費、光熱水費並びに

仮設便所等の設置費 

 

応急仮設住宅

の供与 

 住家が全壊、全焼又

は流失し、居住する住

家がない者であって、

自らの資力で住宅を

得ることができない

者 

建

設

型

仮

設

住

宅 

1 限度額１戸当たり平均

5,610,000 円以内 

2 おおむね 50 戸以上設置

した場合は、集会等に利用す

るための施設を設置でき、

50 戸未満の場合でも戸数に

応じた小規模な施設を設置

できる。 

災害発生の

日から 20

日以内着工 

1 高齢者等の要援護者等を

数人以上受入れる「福祉仮

設住宅」を設置できる。 

2 供与期間 最高２年以内 

 

借

上

型

仮

設

住

宅 

地域の実情に応じた額 災害発生ら

日から速や

かに借上げ

供与するこ

と。 

 

炊き出しその

他による食品

の給与 

1 避難所に避難して

いる者 

2 住家に被害を受け、

又は災害により現に

炊事のできない者 

１人１日当たり 

 1.14 0 円以内 

 

災害発生の

日から７日

以内 

 

被災者が直ちに食すること

ができる現物による。 

 

飲料水の供給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害により現に飲

料水を得ることがで

きない者 

 

 

 

 

 

 

 当該地域における通常の実費 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生の

日から７日

以内 

 

 

 

1 住家の被害は問わない。 

2 水道事業者が本来行うべ

き配水管の修理や仮配管の

設置費は除く。同様に新た

な水源を開発するボーリン

グ調査や井戸さらいなどに

要する費用も対象外。 
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救助の種類 対    象 費用の限度額 期 間 備    考 

 

被服、寝具

その他生活必

需品の給与又

は貸与 

全半壊（焼）、流

出、床上浸水により、

生活上必要な被服、寝

具、その他生活必需品

を喪失、又は毀損し、

直ちに日常生活を営

むことが困難な者 

1 夏季(4 月～９月)冬季(10 月～

３月)の季別は災害発生の日をもっ

て決定する。 

2 下記の金額の範囲内 

災害発生の

日から 10

日以内 

1 備蓄物資の価格は年度当

初の評価額 

2 現物給付に限ること。 

（単位：円） 

区  分 １人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 6 人以上 1 人増すごとに加算 

全壊全焼 

流  失 

夏 18, ５00  23, ８00  35 ,1 00  42,0 00  53,2 00  7,800  

冬 30, ６00  39, ７00  55,2 00  64,5 00  81,2 00  11,2 00  

半壊半焼 

床上浸水 

夏 6,000  8,100  12,2 00  14,8 00  18,7 00  2,600  

冬 9,800  12,8 00  18,1 00  21,5 00  27,1 00  3,500  

医  療 災害により医療の

途を失った者 

( あくまで応急的

処置) 

1 救護班・・使用した薬剤、治療

材料、医療器具破損等の実費 

2 病院又は診療所・・国民健康保

険診療報酬の額以内 

3 施術者・・・ 

 協定料金の額以内 

災害発生の

日から 14

日以内 

1 災害により医療の途を失

った者であれば、医療が必

要となった理由が災害によ

るものか否かは問わない。 

2 被災地であっても通常の

保険診療等による医療が行

われている場合には、法に

よる医療を実施する必要は

ない。 

助  産  災害発生の日以前

又は以後７日以内に

分べんした者であっ

て災害のため助産の

途を失った者(出産

のみならず、死産及

び流産を含み現に助

産を要する状態にあ

る者を含む) 

1 救護班等による場合は、使用し

た衛生材料等の実費 

2 助産師による場合は、慣行料金

の 100 分の 80 以内の額 

災害発生の

日から 7 日

以内 

1 災害により助産の途を失

った者であれば、被災者で

あるか否かは問わない。 

2 被災地であっても通常の

保険診療等による医療（産

婦人科）が行われている場

合には、法による助産を実

施する必要はない。 

被災者の救出 1 現に生命若しくは

身体が危険な状態に

ある者 

2 生死不明な状態に

ある者を捜索し、又

は救出するもの 

当該地域における通常の実費 災害発生の

日から 3 日

以内 

死体の捜索

は 10 日以

内 

 

1 通常、3 日間経過以降は

「死体の捜索」に移行 

2 人の救出に限定される。

（財産や救出される者の愛

玩具や動物等は対象外） 

住宅の応急修

理 

 

 

 

 

 

1 住宅が半壊(焼)し、

自らの資力により応

急修理をすることが

できない者 

2 大規模な補修を行

わなければ居住する

ことが困難である程

度に住家が半壊( 半

焼)した者 

居室、炊事場、便所等日常生活に

必要最小限度の部分１世帯当たり 

 5 ８4,000 円以内 

 

災害発生の

日から 1 ヵ

月以内 
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救助の種類 対    象 費用の限度額 期  間 備    考 

学用品の給与  住宅の全壊(焼)流

失、半壊(焼)又は床上

浸水による喪失若し

くは損傷等により学

用品を使用できず就

学上支障のある小学

校児童、中学校生徒

及び高等学校等生徒 

1 教科書及び正規の教材:実費 

2 文房具及び通学用品 

小学校児童 

 1 人当たり 4,4 00 円 

中学校生徒 

 1 人当たり 4,7 00 円 

高等学校等生徒 

 1 人当たり 5,1 00 円 

災害発生の

日から 

教科書、教

材 

1 ヵ月以内 

文房具及び

通学用品 

15 日以内 

 

埋  葬  災害の際死亡した

者を対象に、実際に

埋葬を実施する者に

支給 

1 体当たり 

大人(12 歳以上) 

 211,3 00 円以内 

小人(12 歳未満) 

 16 8,9 00 円以内 

災害発生の

日から 

10 日以内 

原則として棺又は棺材の現

物支給  

死体の処理  災害の際死亡した

者に、死体に関する

処理(埋葬を除く)を

する 

 (洗浄、消毒等) 

1 体当たり 

3,400 円以内 

一 既存建物借上費 

時 通常の実費 

保 既存の建物以外 

存 1 体当たり 5,300 円以内 

(検案)  

救護班以外は慣行料金 

災害発生の

日から 

10 日以内 

1 既存施設利用の場合は、

借上げ費。利用できない場

合は、賃金職員雇上費及び

運送費 

2 救護班の場合は特別の費

用は生じない。それ以外の

場合も、遺族等がいる場合

は当該遺族等が負担 

障害物の除去 半壊（焼）又は床

上浸水した住家であ

って、住居又はその

周 辺 に 運 ば れ た 土

石、竹林等で一時的

に居住できない状態

にあり、自力では当

該障害物を除去でき

ない者 

 1 世帯当たり 

 135,4 00 円以内 

災害発生の

日から 

10 日以内 

スコップその他除去のため

に必要な機械、器具等の借

上げ費又は購入費及び賃金

職員等雇上費が対象 

輸送費及び賃

金職員等雇上

費 

1 被災者の避難 

2 医療及び助産 

3 被災者の救出 

4 飲料水の提供 

5 死体の捜索 

6 死体の処理 

7 救済用物資の整理

配分 

 当該地域における通常の実費 救助の実施

が認められ

る期間以内 

 

実費弁償  災害救助法施行令

第４条第 1 号から第

4 号までに規定する

者 

 災害救助法等第７条第１項の規

定により救助に関する業務に従事

させた都道府県知事の総括する都

道府県の常勤の職員で当該業務に

従事した者に相当するものの給与

を考慮して定める。 

救助の実が

認められる

期間内 

時間外勤務手当及び旅費は

別途に定める額 

*この基準によって救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、厚生労働大臣に協議し、その同

意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 

*この表は、災害救助法施行細則(昭和 40 年三重県規則第 11 号)の概要であり、原則として毎年度改正

を行うため、適用時点の基準を用いるものとする。 
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第７節 消火・救助・救急活動 

第１ 消火活動 

    

    

 

 

   

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本  部  長 
1  亀山警察署への消防活動協力要請に関すること 

2  自衛隊への応援派遣要請に関すること 

総 務 対 策 部 災害対策本部と消防対策部との連絡調整に関すること 

消 防 対 策 部 

1  速やかな被害状況の把握と情報の収集伝達に関すること 

2  消防団への出動指令に関すること 

3  消防職員の迅速な参集状況の把握と初期体制の確立に関すること 

4  指揮命令系統の確立と災害対策本部との連絡調整に関すること 

5  消防団との現場活動方針等の調整に関すること 

6  消防活動及びその他の警防活動に関すること 

7  消火応援部隊の受入体制の確立と消火部隊の再編成に関すること 

8  消火用資機材の確保、調達に関すること 

9  災害危険箇所の早期発見と情報収集に関すること 

10  消防団及び自主防災組織の現場活動の協力支援に関すること 

11  避難の勧告等の伝達に関すること 

消  防  団 

1  災害警戒、巡視に関すること 

2  消防活動（現場活動）に関すること 

3  避難者の誘導等に関すること 

市民、事業所 

自主防災組織 

1  出火防止措置等の実施確認に関すること 

2 自発的な初期消火活動の実施と消防機関の消火活動等への協力に関

すること 
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２ 初期消火活動の配備体制 

1  配備体制 

(1)   

 

  

  

  

(2)  

 

(3)  

 

 

 

2  消防災害対策本部の設置 

 

 

3  現地本部の設置 

 

 

３ 消防活動の基本方針 

1  消防活動の原則 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  
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2  参集途上において他の災害に直面した場合の対応 

 

(1)  

(2)  

(3)  

 

４ 初動活動 

1  消防本部・署の初動措置 

 

(1)  

 

(2)  

 

(3)  

 

  (4)  

  

 

(5)  

 

(6)  

     

  

2  消防団の初動措置 

 

 

3  情報の収集伝達 

(1)  
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収集・伝達する情報の内容 担   当 連  絡  先 

地震情報 

消 防 対 策 部   

災害対策本部 

非常招集連絡 各消防職員・消防団員 

火災の発生状況  
災害対策本部 人的被害の状況 

（救助・救急要請、１１９番通報） 

周辺道路の通行障害等の状況 出動隊及び参集職員 
消防本部 

参集途上の被害情報 参 集 職 員 

 

(2)  

 

 

(3)  

 

 

 

 

 

 

(4)  

情報収集項目 報     告     要     領 

人 的 被 害 人命危険の有無及び人的被害の発生状況 

倒 壊 危 険 家 屋 倒壊家屋による住民の動向及び被害者の状況 

二 次 災 害 危 険 
余震に伴う傾斜危険家屋、地盤の緩み、道路、宅地等におけ

る災害発生状況 

避 難 勧 告 避難対策の必要の有無及び避難の状況 

(5)  

 

4  通信の運用 

 

 

(1)  

(2)  

(3)  

 

情報収集項目 報   告   要   領 

火災発生場所 
火災発見順に、その町名、番地又は目標と目標からの方向及

び距離を報告する。 

火 災 の 程 度 
延焼火災は、延焼方向・棟数・消防隊の着手の有無等を報告

する。 

その他の災害 火災以外の災害は、目撃した範囲で報告する。 
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５ 火災防御活動の基本方針 

 

 

 

1  火災防御活動の原則 

(1)  

(2) 

 

(3) 

 

(4) 

 

(5)  

(6) 

 

(7) 

( )

 

2  部隊運用 

 

(1)  

 

(2)  

 

(3)  

 

 

(4)  
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６ 避難誘導要領 

 

 

 

1  

( )  

2  

 

 

７ 応援協力 

1  広域消防応援要請 

 

 

種      類 対   象 根 拠 法 令 

三 重 県 消 防 相 互 応 援 協 定 

火災・救急・救助 

消 防 組 織 法 第 ３ ９ 条 

緊急消防援助隊の応援等の要請等に

関する要綱 
消 防 組 織 法 第 ４ ４ 条 

高速道路における消防相互応援協定 消 防 組 織 法 第 ３ ９ 条 

 

2  消防応援部隊の受入体制 

 

 

受 援 区 分 集 結 場 所 備            考 

県 内 応 援 隊 亀山消防署北東分署 三重県消防相互応援協定に基づく応援隊 

第 1 次応援隊 亀 山 公 園 
緊急消防援助隊基本計画に基づく応援隊 

第 2 次応援隊 東 野 公 園 

第 3 次応援隊 ＊ 西 野 公 園 ＊大規模災害時の予備的な集結地として運用 
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第２ 救助・救急活動 

  

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活 動 の 内 容 

本  部  長 
1  亀山警察署への協力要請に関すること 

2  自衛隊への災害派遣要請に関すること 

総 務 対 策 部 災害対策本部と消防対策部との連絡調整に関すること 

消 防 対 策 部 

1  速やかな被害状況の把握と情報の収集伝達に関すること 

2  消防職員の迅速な参集状況の把握と活動体制の確立に関すること 

3  指揮命令系統の確立と災害対策本部との連絡調整に関すること 

4  消防団への出動指令及び現場活動方針等の調整に関すること 

5  防災関係機関及び応援部隊の受入体制の確立に関すること 

6  救助・救急資機材の確保、調達に関すること 

7  救助・救急活動の実施に関すること 

8  消防団及び協力機関との現場活動の調整に関すること 

消   防   団 救助・救急活動の実施に関すること 

建 設 対 策 部 資機材・重機等の調達の協力に関すること 

市民、事業所 
自主防災組織 

1  自発的な被災者の救助・救急に関すること 

2  救助・救急活動を実施する各機関への協力に関すること 

 

２ 救助・救急時の部隊運用 

1  

 

２  

-   

３  

(1)  
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(2) 

 

４  

 

(1)  

(2) 

 

(3) 

 

(4) 

 

(5 )  

５  

(1)  

(2)  

(3)  

(4) 

 

６  

(1)  

(2)  

 

(3)  

(4)  

(5) 

 

７  

 

８  
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９   

  

 

2  応援協力 

ה ⌐⅔↑╢ │⁸₈  ₉⌐ ≠⅝ ∆

╢⁹ 

 

３ 救助法の実施基準 
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第８節 医療・救護活動 

第１ 医療・救護体制 

 

 

 

1  実施責任 

役職・組織等 活  動  の   内  容 

本  部  長 県及び災害応援協定に基づく災害医療救護班への応援要請 

総 務 対 策 部 

1  医療活動に関わるライフライン関係機関との調整に関すること 

2  救護活動の総合調整に関すること 

3  医薬品及び資機材の救護所までの搬送に関すること 

4  応急活動従事者及び患者の搬送のための交通手段の確保、要請 

に関すること 

福 祉 医 療 対 策 部 

1  医療活動に関わる災害医療救護班との調整に関すること 

2  医療ボランティアの受入れに関すること 

3  医薬品及び資機材の調達管理に関すること 

4  被災患者の治療・患者移送及びその他の医事に関すること 

5  市内拠点病院としての体制確保に関すること 

消 防 対 策 部 負傷者等の搬送に関すること 

災 害 医 療 救 護 班 

 

災害発生直後からの災害医療等救護活動に協力 

市 民 、 事 業 所 
1  家庭内、事業所内における応急処置用医薬品の常備に関すること 

2  救護所開設予定地の把握に関すること 

医療ボランティア 医療活動に関する協力 
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２ 救護所の設置 

    

 

    

 

１ 医療救護体制の整備 

(1)  

 

(2)  
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２ 救急医療の全体のシステム 

      

救急医療全体システムフロー図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 地 救 護 所 

 

 
災害支援病院 

 

亀山市立医療センター 

市内医療機関 

開業医院等 

災 害 現 場 

第 二 次 搬 送 

 

県指定災害拠点病院 

受 
入 
調 
整 

必 
要 
に 
よ 
り 
県 
災 
害 
対 
策 
本 
部 
に 
対 
す 
る 
緊 
急 
空 
輸 
要 
請 

第 三 次 搬 送 

・被災者の救出 

・現場応急措置 

・トリアージ 

連携 

重篤者の発生 

災害対策本部 

三 重 県 
災 害 対 策 本 部 

派 遣 

 
自 
助 
・ 
共 
助 
に 
よ 
る 
搬 
送 
等 

＊状況により 
  医療班の進出 

＊状況により 
  医療班の進出 

● 地域災害医療 
コ―ディネーター要請 

● ＤＭＡＴ派遣要請 

軽微な負傷の場合 

連 
絡 
・ 
調 
整 

第 一 次 搬 送 
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第２ 初期救急医療体制 

１ 救護体制 

１ 災害医療救護班の編成 

  (1) 医療班 

   

 

 (2) 歯科医療班 

   

 

 (3) 薬剤師班 

     

 

２ 救護所の設置計画 

 

 

３ 災害医療救護班の出動 

   

 

 

４ 救護所の設置方針 

    

(1) 

 

(2)  

(3) 

 

５ 災害医療救護班の携行資機材 

(1)  

(2) 
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(3) 

 

６ 応援要請 

 

 

２ 救急搬送体制 

 

１ 事故等の現場からの傷病者の搬送 

(1) 

 

   

(2) ⅜ ⇔≡™╢ ─ ┼─ ⌐ √∫≡│⁸ ⁸ ┘

┼─ ╩ ╘≡ ∆╢╙─≤∆╢⁹ 

２ 救護所からの傷病者の搬送 

      

 

        

 

３ 二次搬送及び被災地外医療機関への搬送 

(1) 

 

(2) 
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３ 医療ボランティアの受入れ 

１ 医療ボランティアの要請 

- 4 

 

２ 医療ボランティアの活動調整 

 

３ 災害時救急医療の全体システム(市内拠点病院) 

 

病  院  名 所   在   地 連  絡  先 

亀山市立医療センター 亀山市亀田町 4 6 6 -  1  ８３ － ０９９０ 

 

(1)      (2)  

(3)            (4)  

 

４ 県指定災害拠点病院（北勢・中勢・伊賀地区） 

医療圏 

災 害 拠 点 病 院 

災害医療支援病院 
基幹災害拠点病院 地域災害拠点病院 

北  勢 

県立総合 
医療センター 

厚生連いなべ総合病院 
桑名東医療センター 

青木記念病院 

市立四日市病院 四日市羽津医療センター 

厚生連鈴鹿中央総合病院 
鈴鹿回生病院 

亀山市立医療センター 

中  勢
伊  賀 

三重大学医学部附属病院 三重中央医療センター 

伊賀市立上野総合市民病院 
 

名張市立病院 
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役割・必
要 機 能
等 

・重篤救急患者の救命医療を行うための高度の 
診療機能 
・重症傷病者の受入れ機能 
・ＤＭＡＴ等の受入れ機能 
・広域搬送への対応機能 
・ＤＭＡＴの派遣機能 
・地域の医療機関への応急用資器材の貸出機能 

基幹災害拠点病院は、災害医療に関して、県の中

心的な役割を果たし、研修を行うなど県内の災害

拠点病院の機能強化を図る。 

・災害拠点病院と連携し、
又は支援し、主として被
災地内の傷病者の受入及
び搬送にあたる等、地域
における必要な医療救護
活動 
・医療救護班を派遣する
体制の確保と様々な状況
に応じた医療救護班の派
遣 
・必要に応じて地域の医
療機関への応急用資機材
の提供 

 

５ 救助法の実施基準 

 

１ 医 療 

項   目 基      準      等 

対     象 災害のため医療の途を失った者 

支  出  費  用 

1 診療 

2 薬剤又は治療材料の支給 

3 処理、手術その他の治療及び施術 

4 病院又は診療所への収容 

5 看護 

期      間 
災害発生の日から１４日以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備      考 

1 医療は原則として救護班により行う。 

2 医療機関（病院、診療所又はあんまマッサージ師、はり師、きゅ

う師又は柔道整復師）により行える場合は、救護班では治療できな

い重症の患者等がある場合又は救護班の活動能力の限界以上に患者

がある場合、若しくは救護班が到着しない場合に限る。 

3  患者等の移送費は別途計上する。 

２ 助 産 

項    目 基      準      等 

対     象 
災害発生の日以前又は以後７日以内に分べんしたもので、災害の

ため助産の途を失った者 

支 出 費 用 

1 分べんの介助 

2 分べん前後の処置 

3 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料 
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費用の限度額 

1  救護班による場合、使用した薬剤、治療材料、医療器具の修繕費 

の実費 

2 産院その他の医療機関による場合、使用した衛生材料及び処置費

の実費 

3 助産師による場合、慣行料金の二割以内の額 

期     間 
分べんした日から７日以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備     考 
1 出産のみならず、死産及び流産を含む。 

2 妊婦等の移送費は、別途計上する。 
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第９節 緊急輸送機能の確保 

第１ 緊急の交通・輸送機能の確保 

 

2  

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活   動   の   内   容 

総 務 対 策 部 

1  災害対策本部の緊急輸送に関する総合調整を行う。 

2  鉄道事業所と情報交換を行う。 

3 市内緊急輸送道路の指定、交通規制等に関して市民に広報する。 

建 設 対 策 部 
1 市道の被災調査及び応急復旧について検討する。 

2 通行禁止区域内において必要な措置等を実施する。 

道 路 管 理 者 
交 通 管 理 者 

1 道路・橋梁の被災調査及び応急復旧について検討する。 

2 応急復旧工事、道路障害物除去作業を指示する。 

3 緊急輸送道路、交通規制対象路線等の情報を収集及び提供する。 

4 亀山警察署と連携を図り、道路交通規制を実施する。 

鉄 道 事 業 者 

1  鉄道施設の被害状況の把握及び災害対策本部との連絡調整をする。 

2  鉄道施設の応急復旧措置を行う。 

3  災害対策本部との連絡調整を行う。 

三重県建設業協
会 亀 山 支 部 等 

災害時協定等に基づき、道路障害物除去作業及び応急復旧作業に協 

力する。 

市 民 、 事 業 所 

1  緊急輸送道路指定路線に不要な車両を乗り入れない。 

2  災害応急対策車両及び緊急車両の優先通行に協力すること。 

3  通行規制等の情報に注意し、不要な車両の運行の自粛に努める。 

 

 

 

 

 

                             
2 障害物の除去等により水路・道路を開くこと。 



地震災害対策編  

第３章 災害応急対策                第９節 緊急輸送機能の確保 

159 

 

２ 道路被害情報の収集 

  

 

 

３ 緊急輸送道路の確保 

    

 

1 被災道路の啓開の実施 

   

 

2 応急復旧工事の実施及び迂回路の確保 

   

 

    

 

4 交通規制 

 

 

1 交通規制の方針 

(1)  

(2) 

 

(3)  

(4) 
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2 交通規制の実施要領 

(1) 35 105  

 

 

 

(2)  

 

 

(3)  

    

 

(4)  

   

 

 

5 路上放置車両の移動等 

 

 

 

 

１ 基本法第７６条の３第４項( ) 

  

２ 基本法第７６条の３第６項( ) 
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6  災害対策本部による調整 

1  緊急輸送道路の確保のための調整 

 

2 市域内の緊急輸送道路 

 路  線  名 区    間 

第 １ 次 緊 急 輸 送 道 路 

高速自動車道（中日本高
速(株)道路管理） 

東名阪自動車道 亀山市～桑名市 

伊勢自動車道 亀山市～伊勢市 

新名神高速道路 亀山市～亀山市 

一般国道（国土交通省管
理） 

国道１号 亀山市関町坂下～桑名市長島町押付 

国道２５号 亀山市太岡寺町～伊賀市治田 

第 ２ 次 緊 急 輸 送 道 路 

主要地方道 

四日市関線 亀山市関町木崎～亀山市関町新所 

亀山白山線 亀山市川合町～亀山市東御幸町 

亀山鈴鹿線 亀山市和田町～鈴鹿市国府町 

一般県道 

亀山停車場石水渓線 亀山市御幸町～亀山市本丸町 

亀山停車場石水渓線 亀山市羽若町～亀山市羽若町 

亀山城跡線 亀山市東御幸町～亀山市太岡寺町 

市町道 亀田小川線 亀山市羽若町～亀山市羽若町 

第 ３ 次 緊 急 輸 送 道 路 

一般国道（県管理） 国道３０６号 亀山市栄町～亀山市栄町 

主要地方道 津関線 亀山市関町木崎～津市芸濃町楠原 

一般県道 白木西町線 亀山市若山町～亀山市若山町 

市町道 

小野白木線 亀山市小野町～亀山市小野町 

国一側道栄町川合線 亀山市栄町～亀山市川合町 

国一東野公園跨道橋線 亀山市川合町～亀山市川合町 

栄町川合線 亀山市川合町～亀山市川合町 

国一側道下り２号線 亀山市川合町～亀山市栄町 

＊｢三重県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成 30 年４月）」より抜粋 
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３ 市内防災拠点の種類と緊急輸送道路区分 

拠点の種類 施   設   名 
緊急輸送道路区分 

第１次 第２次 第３次 

地方公共団体 

市町本庁舎 亀山市役所  ○  

市町分庁舎 亀山市関支所  ○  

警察庁舎 亀山警察署  ○  

消防本部庁舎 亀山市消防本部  ○  

広域応援部隊
の活動・物資搬
送拠点 

東海地震、東南海・
南海地震の活動・物
資搬送拠点 

・亀山サンシャインパーク 
・亀山公園 
・東野公園 
・西野公園 
・名阪工業団地第４・５公園 
・関総合スポーツ公園 
・鈴鹿川河川敷グランド 

  

○ 

＊｢三重県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成３０年４月）」より抜粋 

Ⱡ♇♩꞉כ◒ ┘ ⌐≈™≡│⁸ ─▪♪꜠☻╩  

₈ ─ ₉ http://www.pref.mie.lg.jp/DOROKI/HP/77496006278.htm  

 

ₒ ₓ 

ủ ⁸  

 ⅜ ↕╣╢ ┘ ─ ≤⌂╢  

ủ ⁸  

 ─  

ủ ─ ה  

 ─ ה ─  

 

７ 道路の応急復旧等 

1  緊急輸送道路等の道路障害物の除去 

 

2  道路障害物除去作業等の実施手順 

(1)  

 

(2)  

http://www.pref.mie.lg.jp/DOROKI/HP/77496006278.htm
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(3)  

 

(4)  

 

 

８ 鉄道施設 

 

 

 

第２ 緊急輸送活動 

１ 実施責任 

役職・組織等 活    動    の    内    容 

総 務 対 策 部 

1 緊急輸送の要請に関すること 

2 運輸業者との調整に関すること 

3 応急対策車両の配車に関すること 

4 市保有車が不足した場合の車両等の借上げに関すること 

5 緊急車両の認定手続きに関すること 

6  救援物資・義援物資の整理・保管に関すること 

交 通 管 理 者 緊急通行車両の確認に関すること 

自  衛  隊 緊急輸送支援の協力に関すること 

協 定 業 者 等 災害時応援協定に基づく緊急輸送の協力に関すること 

民 間 団 体 等 緊急輸送の実施及び協力に関すること 
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２ 緊急輸送システム 

【緊急輸送システム図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

３ 救助法による輸送費支出の基準 

1  実施責任 

 

2  救助法による基準 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

3  その他 

(1)  

(2)  

被災地後方拠点 

広域輸送拠点 

臨時ヘリポート 

応急復旧用資機材等集積場 医療関係物資集積拠点 物資集積拠点 

市内緊急輸送路 
（市内主要道路） 

市内緊急輸送路 
（市内主要道路） 

物資等を必要とする場所 
（地域防災拠点、復旧現場等） 

緊急輸送道路 
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４ 交通の確保・緊急輸送活動の基本方針 

 

1 輸送に当たっての配慮事項 

 

(1)  

(2)  

(3)  

2  輸送対象の想定 

段  階 輸     送     対     象 

【第１段階】 

 
発災後 

～ 
 ２４時間 

 

1 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人

員、物資 

2  消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

3  政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、 

ガス、水道施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 

4  後方医療機関へ搬送する負傷者等 

5  緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必 

要な人員及び物資 

【第２段階】 
 
２４時間 

～ 
 ７２時間 

1  前記第１段階の続行 

2  食糧、水等生命の維持に必要な物資 

3  傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

4  輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

【第３段階】 
 
７２時間 

～ 

1  前記第１段階及び第２段階の続行 

2  災害復旧に必要な人員及び物資 

3  生活必需品 

 

５ 緊急通行車両 

１ 緊急通行車両等の事前届出手続き 
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(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

(7)  

(8)  

(9) 

 

      - 1   

２ 緊急通行車両の使用手続き 

 

 

  

３ 車両の借上げ等 

 

 

６ 緊急輸送の要請 

1  輸送関係機関等への緊急輸送の要請手続き 

 

2  県災対本部への緊急輸送の要請手続き 

 

3  緊急輸送を要請する場合の措置 

(1)  

-  

 

     

(2)  
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７ ヘリコプターの活用 

1  ヘリコプターの支援要請 

  

2  ヘリポート 

 

 

3  臨時ヘリポートの設置 
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第 10 節 避難及び被災者支援等の活動 

第１ 避難判断 

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活     動     の     内     容 

本  部  長 
1  避難勧告・避難指示（緊急）の発令に関すること 

2  警戒区域の設定に関すること 

総 務 対 策 部 

1  避難勧告・避難指示（緊急）の市民及び自主防災組織への伝達に関

すること 

2  警戒区域設定後の立入禁止、制限、住民の退去の伝達に関すること 

3  避難勧告・避難指示（緊急）等の県、警察関係機関への伝達・協議

に関すること 

4  要配慮者への避難勧告・避難指示（緊急）等の伝達に関すること 

消 防 対 策 部 
消   防   団 

1 避難勧告・避難指示（緊急）等の伝達に関すること 

2 火災現場等からの避難誘導に関すること 

亀 山 警 察 署 
1 避難指示（緊急）に関すること 

2 避難の誘導に関すること 

市 民 及 び 
自主防災組織 

1 避難勧告・避難指示（緊急）等の市民相互の伝達に関すること 

2 避難時における要配慮者の安全確保への協力に関すること 

 

２ 避難のための立ち退きの勧告・指示 

1 避難実施体制の確立 
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2  避難勧告・避難指示(緊急)の発令 

 

(1) ─ ⌐╟╢ ⅜ ∫√≤⅝⁹ 

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

3  避難勧告又は避難指示(緊急)等の権限 

 

 

実  施  者 災害の種類 要        件 根  拠 

市     長 災 害 全 般 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、人の生命又は身体を災害から保護し、その

他災害の拡大を防止するため特に必要があると認め

るときは、避難のための立ち退きを勧告し、急を要

すると認めるときは、避難のための立ち退きを指示

する。 

基本法 
第６０条 

警 察 官 災害全般 

市町村長が避難のための立ち退き若しくは屋内で

の待避等の安全確保措置を指示することができない

と認めるとき、又は、市町村長から要求があったと

きは、警察官又は海上保安官は、必要と認める地域

の居住者に対し、避難のための立ち退き又は屋内で

の待避の安全確保を指示することができる。 

基本法 
第６１条 

警察官又は海上保安官は、第一項の規定により避

難のための立ち退き又は屋内での待避等の安全措置

を指示したときは、直ちに、その旨を市町村長に通

知しなければならない。 

基本法 
第 ６ １ 条
３項 
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人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、又は財産

に重大な損害を及ぼす虞のある天災、事変、工作物

の損壊等危険な事態がある場合においては、その場

に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者に

必要な警告を発し、及び特に急を要する場合におい

ては、危害を受ける虞のある者に対しその場の危害

を避けるために必要な限度でこれを引き留め、若し

くは避難させ、又はその場に居合わせた者、その事

物の管理者その他関係者に対し、危害防止のための

通常必要と認められる措置をとることを命じ、又は

自らその措置をとることができる。 

警 察 官 職
務 執 行 法
第 ４ 条 第
１項 

消 防 吏 員 
消 防 団 員 火   災 

火災現場において、消防警戒区域を設定して、そ

の区域からの撤去を命じ、出入を禁止し若しくは制

限する。 

消 防 法 
第 ２ ８ 条 

知    事 
知事の命を
受けた職員
水防管理者 

洪   水 
洪水により、著しい危険が切迫していると認めら

れるときは、避難のための立ち退きを指示する。 
水 防 法  
第 ２ ９ 条 

知    事 
知事の命を
受けた職員 

地すべり 
地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるときは、避難のための立ち退きを指示する｡ 

地すべり
等防止法
第２５条 

自  衛  官 災 害 全 般 

災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、災害の状

況により特に急を要する場合で、警察官がその現場

にいない場合に避難を指示する。 

（警察官職務執行法の準用） 

自 衛 隊 法 
第 ９ ４ 条 

 

4  避難勧告又は避難指示(緊急)にかかる市長不在時の対応 

 

 

5  避難情報発令の方法  

(1) ( )

  

 

(2) 

 

(3) ( )
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6  避難情報の周知 

( )

 

(1)  

(2)  

(3)  

 (4) (  

(5)  

7  避難勧告・指示等の信号 

 

 

 警  鐘 乱       打 

余 韻 防 止 付 
サイレン信号 

１分（吹鳴）     １分（吹鳴）       １分（吹鳴） 

５秒（休止）          ５秒（休止） 

 

8  避難判断に基づく避難所の開設 

   

 

     

(1) ( )  

(2)  

(3)  

9  避難情報の概要 

(1) 

 

(2) ( ) ⁸

 

   ( )  

10  避難情報の通知と解除 
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３ 警戒区域の設定 

 

1  警戒区域設定の内容 

 

(1) 

 

(2)  

(3) 

 

 

2  警戒区域設定の実施及び連絡 

-   

 

４ 避難システム 

1  避難の流れ 

(1)  

 

 

(2)  

  

2  避難誘導の方法 

(1)  

  

  

  

(2)  
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3  学校、幼稚園、保育所、認定こども園、病院、社会福祉施設等の避難誘導 

 

4  避難誘導後の措置 

 

(1)  

(2)  

5  避難の準備  

 

(1)  

(2)  

(3) 

 

(4) kg kg

 

  

  

  

  

  

6  避難順位及び携行品の制限 

(1)  
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(2)  

 

 

7  要配慮者の避難 

 

(1)  

                

(2)  

       

(3)  

( )

 

(4)  

 

 

５ 避難所の開設 

1 避難所の開設準備 

 

 

 

(1)  

(2)   

(3)  

 

(4) 
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２ 避難所の開設方法 

 

 

(1)  

  

 

 

(2)  

 

 

 

 

３ 臨時の避難所 

(1) 

 

 

(2)  

( ) 

４ 避難所に受入れる対象者 

(1)  

(2)  

(3)  

 

 

第２ 避難所 

 

 



地震災害対策編  

第３章 災害応急対策           第 10 節 避難及び被災者支援等の活動 

 

176 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活    動    の    内    容 

本  部  長 避難所開設の決定に関すること 

総 務 対 策 部 避難情報及び避難所開設状況の広報に関すること 

市民環境対策部 避難所の開設、管理運営に関すること 

教 育 対 策 部 避難所の開設、運営管理に関して、市民環境対策部に協力すること 

福祉医療対策部 

1  福祉避難所の開設要請及び要配慮者の受入れに関すること 

2 被災者(要配慮者を含む。)の健康管理及び健康相談に関すること  

3  感染症等の防除、防疫及び避難住民に対する衛生指導に関すること 

市 民 及 び 
自 主 防 災 組 織 避難所において主体的に運営を行うこと 

ボ ラ ン テ ィ ア 避難所の運営を補助すること 

 

２ 救助法の実施基準 

項   目 基    準    等 

対     象 
現に被害を受け又は被害を受ける恐れのあるものであって避難を必

要とする者 

支 出 費 用 
設置、維持及び管理のための人夫賃、消耗器材費、建物器物等使用

謝金、燃料費及び災害用トイレの設置費 

期    間 
災害発生の日から７日以内 

（ただし厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備    考 避難所設置費には、天幕借上費一切の経費を含む 

 

３ 避難所の運営及び管理 

 

１ 

 

  ⌂⅔⁸ ─ ⌐№√∫≡│⁸ ─ ⅜ ⌂ ╩│∂╘⁸ ⁸ ─♬

─☼כ ™⌐ ≢⅝╢╟℮⁸ ─ ╩ ∆╢ ⌂≥─ ╩ ℮⁹ 
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２ 

 

３ 

 

4 

 

5 

 

  

  

６  

 

７  

８ 

 

９ 

 

 

４ 避難所の運営における役割 

１ 避難所の管理責任者 

(1)  

(2) 

 

２ 施設管理者 
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３ 運営主体 

 

 

 

５ 避難所の機能 

 

１ 水、食糧品、生活必需品等の配給・要請の拠点 

２ 医療・救護の拠点（必要により救護所、巡回診療） 

３ 情報伝達の拠点（掲示板の設置、広報紙の配布窓口） 

 

６ 避難所における基本的な活動 

 

１  

２  

３  

４  

５  

６  

 

７ 

 

８  

 

９ 1 5

 

 

７ 避難所の運営マニュアル 

 



地震災害対策編  

第３章 災害応急対策           第 10 節 避難及び被災者支援等の活動 

 

179 

 

 

   

    

   

    

  

 

８ 避難所の環境保護の方針 

1  避難者情報の管理 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

2  要配慮者への対応 

(1)  

 

(2)  

 

(3)  

 

 

 

 

 

９ 医療・保健体制  

１ 

 

２  
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３  

 

10  避難生活長期化への対応 

１ 生活機器等の確保 

 

(1) ─ ╩ ╗   

(2)    

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

(7)  

２ 入浴支援 

(1) 

 

(2)  

３ 洗濯支援 

(1) 

 

(2)  

４ 宿泊施設、社会福祉施設等の活用 

 

 

5  プライバシー保護 

(1)  

 

(2)  
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11  大災害時における特別措置 

1  他市町への避難 

 

2  避難の方法 

 

  

 

12  ペット等収容対策 

 

 

１ ペット等収容所の設置 

２ 負傷した動物の治療・一時保護 

３ 災害による放浪動物の一時保護 

４ 飼養動物への餌の配布及び飼養困難な動物の一時保護   

５ 動物に対する相談の実施等 

 

 

第３ 応急住宅対策 
 
１ 実施責任 

役職・組織等 活 動 の 内 容 

総 務 対 策 部 

1  応急住宅対策に関する広報の実施に関すること 

2  応急仮設住宅建設用地のための市有財産の資料提供に関する

こと 

建 設 対 策 部 
1  仮設住宅入居の判定のための資料作成に関すること 

2  応急住宅対策の実施に関すること 
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建 設 業 者 等 応急仮設住宅の実施協力に関すること 

 

２ 住宅対策の種類と順序 

 

1  発災直後の対策 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

2  二次的対策 

(1)  

(2)  

(3)  

 
３ 応急仮設住宅の供与 

1  実施責任 

 

 

 

2  救助法が適用された場合の実施基準 

 

 

項    目 基      準      等 

対    象 

1  住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がないものであって、自ら

の資力では住宅を得ることができない者 

2  市町村ごとの設置基準戸数は、全壊（焼）又は流失した世帯の３割以内 

支 出 費 用 整地費、建築費、附帯工事費、人夫賃、輸送費、建築事務費 

期     間 完成の日から２年以内（ただし、厚生大臣の承認により期間延長あり） 

備     考 

1  基準面積は、平均１戸当たり２９.７m2 以内とする。 

2  着工期間は、災害発生の日から２０日以内とする。 

3  実状に応じ、市町村相互間において対象数の融通ができる。 
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3  入居基準 

(1)  

 

(2)  

 

(3) 3 

  

  

  

4  応急仮設住宅建設予定地 

 

(1)  

(2)  

(3)  

5  供与期間 

 

6  入居選考 

(1)  

(2) 

 

(3) 4  

7  応急仮設住宅の建設上の留意点 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

(4) 

                             
3 阪神・淡路大震災や東日本大震災においては、住家の被害が全市街地に渡って甚大であったため、経済的理由は適用

しにくく、全半壊と判定された住家の居住者は全て対象とされた。 
4 阪神・淡路大震災や東日本大震災においては、入居の順序を次にあげる社会的要援護者、また避難所に収容されてい

るものを優先し、抽選で決定した。 

 高齢者世帯、障がい者世帯、ひとり親世帯、多子世帯、乳幼児・妊産婦世帯 
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8  応急仮設住宅の管理 

(1)  

(2) 

 

9  設置戸数引き上げ等の要請 

 

10  公営住宅及び応急仮設住宅（借上げ）の確保とあっせん 

  

 

    

11  大規模災害時の県への供給あっせんの要請 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

 

４ 空き家住宅 

 

 
５ 住宅の応急修理 

1  実施責任 

 

  

2  救助法が適用された場合の実施基準 

項  目 基     準     等 

対    象 

1  住家が半壊又は半焼し、そのままでは当面の日常生活を営むことができ 

ない場合であって、自らの資力をもってしては応急修理ができない者（世

帯単位） 

2  市町村ごとの設置基準戸数は、半壊（焼）又は流失した世帯の３割以内 

支 出 費 用 
居室、炊事場及び便所等、日常生活に必要最小限度の部分を修理するため

の原材料費、労務賃、材料輸送費及び工事事務費 
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期     間 
災害発生の日から１か月以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備     考 実状に応じ、市町村相互間において対象戸数の融通ができる。 

   

3  応急修理の実施方法 

 

4  県に対する要請 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

 
６ 障害物の除去 

1  実施責任 

 

 

2  救助法が適用された場合の実施基準 

項   目 基      準      等 

対     象 

1  住家が半壊又は床上浸水し、居室、炊事場、便所等に障害物が運び

込まれ、当面の日常生活上支障をきたす場合で、自らの資力をもって

しては除去することのできない者 

2  市町村ごとの除去対象世帯は、半壊、床上浸水世帯の１割５分以内 

支 出 費 用 
ロープ、スコップ、その他除去のため必要な機械器具等の借上費及

び輸送費、人夫賃 

期     間 
災害発生の日から１０日以内（ただし、厚生労働大臣の承認により

期間延長あり） 

備     考 実状に応じ、市町村相互間において対象数の融通ができる。 

 

3  障害物の除去の実施方法 
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4  県に対する依頼 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

 

 

第４ 要配慮者への配慮 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

福祉医療対策部 

1  在宅の要配慮者に対する安否確認(訪問等) 
2  避難行動要支援者に対する避難行動支援及び避難所等への受入れ 
3 福祉施設に対する要配慮者受入れ等に関する要請 
4  視聴覚障がい者に対する情報提供（手話通訳・代読者等） 
5 介護者を確保できる避難所の運営 

総 務 対 策 部 
市民環境対策部 

要配慮者に配慮した情報提供 

建 設 対 策 部 要配慮者等に配慮した応急仮設住宅の供給 

市 民 及 び 
自 主 防 災 組 織 

要配慮者の安否確認、避難誘導及び避難所の運営等の要配慮者への配慮 

ボ ラ ン テ ィ ア 災害対策本部及び市民等の活動への協力 

 

２ 要配慮者への配慮の基本方針 

1  近隣住民の助け合い 

(1) 

 

(2) 

 

2  福祉行政と地域組織との連携 
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３ 地震直後の要配慮者への配慮 

1  在宅要配慮者の安否確認 

  

 

2  在宅要配慮者の避難所等への受入れ 

 

 

3  視聴覚障害者に対する情報提供 

(1) 

 

(2) 

 

4  日本語による意思疎通が困難な外国人への情報提供 

 

 

 

４ 要配慮者への配慮 
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第５ ボランティア活動の支援 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本  部  長 ボランティア受入れの指示に関すること 

福 祉 医 療 対 策 部 

1 ボランティアの受入れ及び配置に関すること 

2 ボランティアセンターの開設に関すること 

3 災害対策本部との連絡・調整に関すること 

4 ボランティア活動への支援に関すること 

5 海外からのボランティア受入れの調整に関すること 

総 務 対 策 部 ボランティア募集広報について協力すること 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

各  対  策  部 

1 ボランティアの受入れに関すること 

2 ボランティア需要・活動状況の報告に関すること 

3 ボランティア受入マニュアルの作成に関すること 

社会福祉協議会等 ボランティアセンターの開設及び運営協力に関すること 

市 民 、 事 業 所 
自 主 防 災 組 織 地域の応急対策活動への協力に関すること 

 

２ ボランティア受入体制の整備 

1 現地災害ボランティアセンターの設置 

  

 

(1)  

 

 

(2)  

 

2 災害支援団体との連携 
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3  災害ボランティアセンター 

1 災害ボランティアセンターの開設 

(1) 

 

(2) 

 

(3)       

 

2 災害ボランティアセンターの業務 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

 

4 ボランティアの受入れ 

1 技能ボランティア 

 

2 海外からのボランティア 

 

3 各対策部の受入れ 

│⁸Ⱳꜝfi♥▫▪ ╩ ⌐ ╘╢√╘⁸ ╣⌐ ∆╢ⱴ♬ꜙ▪ꜟ╩

∆╢⁹ 

│ Ⱳꜝfi♥▫▪ ⌐⁸ ≤⇔≡ ─ ⌐≈™≡Ⱳꜝfi♥▫▪─

╩ ╢↓≤≤∆╢⁹ 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  
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みえ災害ボランティア支援センター 

社会福祉法人 

福祉協議会 
三重県社会 

日本赤十字社

三重県支部 

三 重 県 

連絡協議会 

ボランティア 

ＮＰＯ法人 

市 民 会 議 

みえ防災 

ＮＰＯ法人 

ネットワークＣ 

み え Ｎ Ｐ Ｏ 

 三重県 

5 ボランティア活動への支援 

 

1   

 

2  

 

3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 地域・住民が実施する共助・自助の対策 

1 被災状況の把握とボランティアの要請 

  

 

２ 現地災害ボランティアセンターの運営支援 

ʢ

̝

Ӳ

̝ 

・震度 6 以上の場合 

・市内で重大な災害が

発生 

・災害救援ボランティア

による支援が必要と判

断された場合 等 

協議 
亀山市社会福祉協議会 

設置 

市災害対策本部 

福祉医療対策部 

 

指令 

要請 

または協議 

 

亀山市総合保健福祉セン

ター 

またはその他 

亀山市災害 

ボランティア 

センター 
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３ ボランティア受入支援 
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第 11 節 救援物資等の調達・供給活動  

第１ 食糧の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

1  被災者救援食糧の要請に関すること 

2  応援要員、支援車両の要請に関すること 

3 救援用食糧の搬送に関すること 

4 炊き出し食材及び必要機材等の調達に関すること 

市民環境対策部 

1  指定避難所における被災者への食糧の配給に関すること 

2  避難者に対する必要食糧の把握及び報告に関すること 

3  避難所における救援物資等の管理に関すること 

市 民 、 事 業 所 災害発生後３日分程度の非常食糧の備蓄に関すること 

小 売 業 者 ・ 

協 定 締 結 業 者 

1  営業の早期再開に関すること 

2  在庫食糧の提供に関すること 

3  食糧の調達への協力に関すること 

ボ ラ ン テ ィ ア 被災者救援物資の搬送、配布の協力に関すること 

 

２ 救助法の実施基準 
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３ 食糧供給・調達の方針 

 

 

１ 食糧供給の対象者 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

 ２ 食糧の供給 

    

 

(1)   

 

(2)   

     

(3)  

  

(4)  

    

   

 

項   目 基      準      等 

対    象 

1 避難所に受け入れられた者 

2 全半壊（焼）、流失、床上浸水で自宅において炊事のできない者 

3 被害を受けて一時縁故地等へ避難する必要のある者 

支 出 費 用 主食費、副食費、燃料費、雑費（器物の使用謝金、消耗品の購入費） 

期     間 
災害発生の日から７日以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備     考 

1 食品給与のための総経費を延給食人員で除した金額が限度額以内であ 

ればよい。 

2 被災地から縁故先（遠隔地）等に一時避難する場合は、３日分を現物 

給与することができる。 
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３ 備蓄食糧の供給 

 

 

 

４ 食糧の調達・搬送 

１ 食糧の調達 

 

(1)  

 

(2)  

                  

 

(3)  

 

 

２ 広域調達 

 

(1)  

(2)  

３ 物資集積拠点 

(1)  

(2)  

４ 調達食糧の搬送 

(1)  

  

  

(2)  
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５ 食糧の配給 

 

１ 避難所での配給 

(1)  

(2)  

２ 在宅避難者への配給 

 

３ 自主避難所等への配給 

 

 

６ 炊き出しの実施 

 

１ 炊き出しの実施時期 

 

２ 炊き出し所の設置 

 

３ 炊き出し用員の確保 

 

４ 炊き出しの材料の調達 
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第２ 飲料水の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 断水状況及び給水場所等応急給水の実施に関する広報 

建 設 対 策 部 

1  応急給水に係る人員、資機材等の応援要請 

2  応急給水の実施 

3  断水状況及び給水場所等応急給水の実施に関する広報 

4  水道施設の被害状況の把握 

市民、事業所 
1  災害発生後３日分程度の非常用飲料水及び容器の備蓄 

2  風呂の残り水、井戸水等による生活用水の確保 

ボランティア 応急給水への協力 

 

２ 救助法の実施基準 

 

 

 

項   目 基    準    等 

対    象 
現に飲料水を得ることができない者（観光客、帰宅困難者等の市内

滞在者を含む。） 

支 出 費 用 
1  ろ水機その他給水に必要な機械器具の借上費、修繕費及び燃料費 

2  浄水用の薬品及び資材費 

期    間 
災害発生の日から７日以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備    考 
1  一人１日３リットルとする。 

2  輸送費、人夫賃は、別途計上する。 
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３ 応急給水の実施 

 

1  災害発生直後の情報の収集 

(1)  

(2)  

2  広 報 

(1)  

(2)  

(3)  

(4) 

 

3  応援要請 

 

 

 

４ 応急給水のシステム 

1  目標量と応急給水の目標 

(1)  

  

 

災害発生からの日数 目 標 水 量 用   途 

～ ３日まで ３リットル/ 人・日 生命維持に最低限必要な水量 

～ ７日 ２０リットル/ 人・日 炊事、洗面等最低限の生活水量 

～ １４日 １００リットル/ 人・日 生活用水の確保 

～ ２８日 
被災前給水量 

（２５０ リットル/ 人・日） 
応急復旧完了 

 

(2)   

              

2  応急給水実施の優先順位 
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3  給水拠点の確保(給水拠点) 

 

4  応急給水用資機材の備蓄・調達 

 

 

5  給水応援 

(1)  

(2)  

 

５ 市民への広報 
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第３ 生活必需品の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

1  救援物資の要請に関すること 

2  要員、車両の要請に関すること 

3 物資の調達及び集積拠点における管理に関すること 

4 物資の備蓄及び管理に関すること 

5  物資の搬送に関すること 

市民環境対策部 
1  避難所における物資の配付に関すること 

2  必要物資の把握及び報告に関すること 

市 民 、 事 業 所 
1  災害発生後３日分程度の生活必需品等の備蓄に関すること。 

2  物資の配布への協力に関すること 

小 売 店 等 

1  営業の早期再開に関すること  

2  在庫物資の提供に関すること 

3  物資の調達への協力に関すること 

ボ ラ ン テ ィ ア 物資の搬送、調達、配布の協力に関すること 

 

２ 救助法の実施基準 

 

 

項   目 基    準    等 

対    象 
全半壊（焼）流失、床上浸水等により生活上必要な被服、寝具その他生

活必需品を喪失又は毀損し、直ちに日常生活を営むことが困難な者 

支 出 費 用 

被災者の実状に応じ 

1  被服、寝具及び身の回り品  

2  日用品 

3  炊事用具及び食器   

4  光熱材料 

期    間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備    考 
1  現物給付に限る。 

2  輸送費、人夫賃は、別途計上する。 
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３ 生活必需品の供給・調達の方針 

 

1  応急物資供給の対象者 

(1)  

(2)  

2  避難者に対する生活必需品の供給 

   

 

(1)   

 

(2)   

 

3  備蓄物資の供給 

(1)  

(2)   

4 応急物資の調達・搬送 

 

 

5  応急物資集積拠点 

 

 

6 物資の配給 
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第 12 節 遺体の取扱い 

第１ 遺体の収容・処理 

 

 

 

１ 実施責任 
役職・組織等 活  動  の  内  容 

福祉医療対策部 

 

1 関係機関（警察、病院等）との調整に関すること 

2 遺体安置所の開設と管理に関すること 

3 遺体安置所への搬送に関すること 

4 霊柩車以外の車両の確保への協力に関すること 

5 火葬後の遺骨の一時保管への協力に関すること 

6 納棺、遺体の安置、身元不明者に関すること 

7 遺体の火葬場への搬送に関すること 

8 遺骨・遺品の保管及び遺族への引渡しに関すること 

9 火葬の実施に関すること（応援要請） 

10 行方不明者の相談、身元確認に関すること 

11 行旅死亡人に関すること 

12 遺体の搬送のための車両の調達に関すること 

13 埋火葬許可証の発行に関すること 

消  防  団 
1  遺体及び行方不明者の捜索に関すること 

2  遺体安置所への搬送に協力すること 

災害医療救護班 

1  遺体の検案に関すること 

2  遺体の洗浄、縫合、消毒に関すること 

3  遺体安置所への医師の派遣に関すること 

亀 山 警 察 署 

1  遺体及び行方不明者の捜索に関すること 

2  遺体の検分又は検視に関すること 

3  行方不明者相談、身元確認への協力に関すること 

4  身元引受人への遺体の引渡しに関すること 

5  遺体安置所への搬送に協力すること 

災害時協力協定

締結葬祭業者等 

1  棺及び葬祭用品の供給並びに作業等の役務の提供に関すること 

2  遺体安置施設の提供に関すること 

3  遺体の搬送の協力に関すること 

自 主 防 災 組 織 遺体及び行方不明者の捜索への協力に関すること 
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２ 救助法による実施基準 

 

 

1  遺体の捜索 

 

項    目 基    準   等 

対    象 
行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により既に死亡していると推

定される者 

支 出 費 用 捜索のための機械器具等の借上げ費、修繕費及び燃料費 

期     間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備     考 輸送費、人夫賃は、別途計上 

 

2  遺体の処理 

項   目 基    準    等 

対    象 災害の際死亡した者 

支 出 費 用 

1  洗浄、縫合、消毒等の処置 

2  一時保存 

3  検案 

期     間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備    考 
1  検案は、原則として救護班 

2  輸送費、人夫賃は、別途計上 
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3  埋火葬 

項   目 基     準     等 

対    象 災害の際死亡した者 

支 出 費 用 

1  棺（附属品を含む）、棺材料 

2  埋火葬（人夫賃を含む） 

3  骨つぼ及び骨箱（現物給付によるものとする） 

期    間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備    考 実際に埋火葬を実施する者に支給する。 

 

３ 遺体捜索及び収容 

1  遺体の捜索方法 

(1) 

 

(2)  

2  捜索の期間 

(1)  

(2) 

 

3  遺体を発見した場合の措置 

(1) 

 

(2) 

 

(3)  

(4) 

 

 

４ 遺体の処理 

1  遺体の処理方法 

(1)  
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(2)  

 

 

  

(3)  

 

 

 

 

 

(4)  

 

(5)  

 

 

 

 

 

  

  

  

2  遺体処理の期間 

(1)  

(2) 

 

3  遺体処理のための書類 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  
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第２ 遺体の埋火葬 

 

1  遺体の埋火葬の方法 

１  

２  

 

    

３ 

 

４  

 

２埋火葬の期間 

１  

２ 

 

 

3  埋火葬に関する書類 

 

１  

２  
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第 13 節 防疫・保健衛生 

第１ 防疫活動 

 

      

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

福祉医療対策部 

1  調達食糧品の食品衛生に関すること 

2  避難所の食品衛生に関すること 

3  防疫活動の実施に関すること 

4  防疫用資機材の調達に関すること 

5 防疫、食品衛生上の注意事項について市民に広報すること 

6 救護所等の衛生管理・消毒に関すること 

7  感染症等の防除、防疫及び被災者に対する衛生指導に関すること 

市民環境対策部 廃棄物の処理に関すること 

建 設 対 策 部 家庭用水の供給に関すること 

災害医療救護班 感染症の調査、健康診断に関すること 

 

２ 防疫活動 

1  予防教育及び広報活動の推進 

 

2  衛生 

 

3  消毒 

 

(1)  
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(2)  

(3)  

 

4  ねずみ、昆虫等の駆除 

 

5  家庭用水の供給等 

 

6  健康診断 

 

 

7  感染症患者等に対する措置 

 

8  避難所の防疫指導等 

 

9  報 告 

 

 １０ ペット対策 

   

 

   

 

 

３ 食品衛生監視 

1  食中毒の防止 
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2  食中毒発生時の対応方法 

 

 

 

第２ 廃棄物等の処理対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

市民環境対策部 

1 廃棄物処理に関する広域応援要請に関すること 

2 ごみ、し尿の収集について市民に広報すること 

3  災害廃棄物処理実行計画の作成に関すること 

4  災害廃棄物の発生状況の調査に関すること 

5  災害廃棄物仮置場候補地の選定と調整に関すること 

6  応急汲み取りの実施に関すること 

7  バキュームカー、汲み取り要員の確保に関すること 

8  一般廃棄物及び災害廃棄物の収集・運搬、処理に関すること 

9  廃棄物処理施設の被災調査及び応急復旧に関すること 

10  死亡獣畜の処理に関すること 

11 運搬承認書の発行に関すること 

総 務 対 策 部 必要人員の臨時雇用の調整に関すること 

福祉医療対策部 災害用トイレの確保及び設置に関すること 

市 民 、 事 業 所 
自 主 防 災 組 織 

1  地震発生後、収集を開始するまでごみを出さないこと 

2  地域の清掃に関すること 

 

２ 災害時の廃棄物処理の基本方針 

1  廃棄物の分類 

 

(1)  

 

(2) ( ) 
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(3) ( ) 

  

  

 

 

2  基本的な処理方針 

(1)  ( ) 

 

 (2)  

 

 

3  分別の徹底 

( )

 

 

 

３ 一般廃棄物の処理 

1  収 集 

(1)  

(2) 

 

(3)  

 

(4)  

(5)  
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2  処 理 

(1)  

(2) 

 

 

４ 災害廃棄物の処理 

1  処理・処分の方針 

(1) 

 

(2)  

(3) ( )

 

(4) 

 

2  被災家屋処理 

(1)  
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居住機能を有し、自己都合

により解体された家屋 

 

                     

 

 

   所有者解体の場合                              業者解体の場合 

 

 

 

    災害廃棄物                                   産業廃棄物 

 （運搬承認書提出「様式 3 号」・運搬承認書発行「様式第４号」） 

災害対策本部指示 

    総合環境センター                               業 者 処 理 

（もしくは、仮置き場、周辺自治体、廃棄物処理業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊・半壊(全焼・半焼)家屋又は居

住機能を有しないと判断される家屋 

被 災 家 屋 
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一般解体処理の流れ(フロー図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊 

半壊 

一部損壊 

一部損壊 
(修繕に伴い発

生する廃棄物) 

一部損壊 
(損壊以外の部
分 も 個 人 で 処
理) 

一部損壊 
(修繕に伴い発生

す る 廃 棄 物 で 損

壊 以 外 の 部 分 も

個人で処理) 

半壊以上の
家 屋 の リ サ イ
クル家電 

被 災 家 屋 等 解
体 廃 棄 物 運 搬
承認申請書(様
式第３号)を市
へ提出 

被 災 家 屋 等 解
体 廃 棄 物 運 搬
承認申請書(様
式第３号)を市
へ提出 

一 部 損 壊 に 伴
う 家 屋 等 災 害
廃 棄 物 搬 入 申
込 書 兼 承 認 書
( 様 式 第 ６ 号
- 1) を市へ提出 

修理・修繕に伴
う 家 屋 等 災 害
廃 棄 物 搬 入 申
込兼承認書(様
式第 6 号)を市
へ提出 

産 業 廃 棄 物 処
理 業 者 へ 個 人
が依頼 

産 業 廃 棄 物 処
理 業 者 へ 個 人
が依頼 

廃 家 電 ５ 品 目
等 処 理 申 込 兼
搬入承認書(様
式第７号)を市
に提出 

家屋解体
廃棄物運
搬承認書
( 様 式 第
４ 号 ) を
市に提出 

個人 市 
一 次
仮 置
場 

履 行
報 告
書 を
提出 

二 次
仮 置
場 

家屋解体
廃棄物運
搬承認書
( 様 式 第
４ 号 ) を
市に提出 

個人 市 
一 次
仮 置
場 

履 行
報 告
書 を
提出 

二 次
仮 置
場 

市が現地
調査後承
認 

市が現地
調査後承
認 

産廃扱い 

産廃扱い 

市が現地
調査後承
認 

個人 

個人 

個人 

個人 

個人 

一 次
仮 置
場 

一 次
仮 置
場 

一 次
仮 置
場 

履 行
報 告
書 を
提出 

履 行
報 告
書 を
提出 

二 次
仮 置
場 

二 次
仮 置
場 

二 次
仮 置
場 

処 
 
 
 
理 
 
 
 
総 
 
合 
 
環 
 
境 
 
セ 
 
ン 
 
タ 
 
 

(被害状況) (市への提出書類) (市の承認) (解体費用) (運搬費用) (一次) (二次) (市への報告) 
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費 用 負 担 表 

 解体 
費用 

運搬 
費用 

処理 
費用 

集積 
場所 

罹災 
証明 申請書類 

全壊・半壊 個 人 市 市 仮置場 必 要 
被災家屋等解体廃棄

物運搬承認申請書(様式
弟 3 号) 

一 部 損 壊 個 人 個 人 市 仮置場 必 要 

一部損壊に伴う家屋
等の災害廃棄物搬入申
込兼承認書(様式第６号- 1)  

一部損壊(修繕
に 伴 い 発 生 す る
廃棄物) 

個 人 個 人 市 仮置場 必 要 

修理・修繕に伴う家屋
等の災害廃棄物搬入申
込兼承認書(様式第６号) 

一 部 損 壊 
損 壊 以 外 の 部 分
も個人で処理 

個 人 個 人 

産廃扱い 
産 廃 業 者
へ 個 人 が
依頼 

－ － － 

一部損壊(修繕
に 伴 い 発 生 す る
廃 棄 物 で 損 壊 以
外 の 部 分 も 個 人
で処理) 

個 人 個 人 

産廃扱い 
産廃業者
へ個人が
依頼 

－ － － 

 半 壊 以 上 の 家
屋 の 家 電 リ サ イ
クル５品目 

個  人 個  人 市 仮置場 必 要 

廃家電５品目等処理申
込兼搬入承認書(様式第７

号) 

 

(2)  

 

 

 

 

 ( ) 
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整 理 調 査 

 

委託先決定・契約            仮 置 場 

 

業    者              運    搬 

 

解 体 作 業                      処理(総合)環境センター 

               (もしくは周辺自治体、廃棄物処理業者)  

運  搬 

 

 

 

(3)  

 

 

  

 

      申し込み受付             (解体運搬申請書様式第８号) 

 

          整 理 調 査                          運   搬 

 

         申込者による業者選定           仮 置 場 

 

      市が業者決定・契約 運   搬 

 

             解 体 作 業           処理(総合環境センター) 

 (もしくは周辺自治体、廃棄物処理業者) 
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公費解体処理の流れ(フロー図) 

 

(4)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3  仮置場の条件  

          

 

4  運搬承認書の発行 

 

 

5  その他の留意事項 

(1)  

 

(2)  

 

(3)  

 

 

全壊もしく
は全壊した
家屋または
居住機能を
有しないと
判断される
一部損壊家
屋 

被災家屋
等解体・
運搬申請
書を市へ
提出 

市 
市 

業者 
市 

処 
 
 
理 
 
 
 
総 
 
合 
 
環 
 
境 
 
セ 
 
ン 
 
タ 
 
 

市 一次 

仮置場 
市 

被害状況は
上記と同様
であるが、
市委託によ
る解体に時
間を要し早
急な対応が
困難な場合 

被災家屋
等解体・
運搬申請
書を市へ
提出 

市 
市 

業者 
市 市 一次 

仮置場 
市 

(被害状況) (市への提出書類) (現地調査) 
(委託先決定) 

（解体費用） (一次) (契約) （運搬費用） （解体費用） 

(被害状況) (市への提出書類) (現地調査) （解体費用） (一次) (契約) （運搬費用） （解体費用） 
(委託先決定) 

個人による自主解体 
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５ し尿対策 

１ 処理体制 

  

 

  

 

２ 災害用トイレの設置 

(1)  

 

(2)  

 

 

 

 

 

(3)  

 

     

 

(4)  

  

 

 

 

 ( )

 

3  災害用トイレの管理 

(1) 

 

(2) 

 

 必 要 数 

災害用トイレ設置箇所数 5 箇所/ １，０００世帯 

災害用トイレ設置台数 1.2 台/ １００人 
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4  処 理 

    

 

 

６ 死亡獣畜等の処理 

1  処理責任者 

 

2  処理方法 

(1)  

(2)  

     

 

    

 

 

第３ 保健衛生 

１ 実施責任 

役職・組織等 活 動 の 内 容 

福祉医療対策部 

1 保健衛生対策の実施について市民に広報すること 

2  健康相談や訪問指導の実施に関すること 

3  精神保健医療の協力に関すること 

4  保健衛生対策の方針決定に関すること 

5  避難所の衛生対策の実施に関すること 

6  被災者の健康状態の把握に関すること 

7 要配慮者への配慮に関すること 

市民環境対策部 避難所の環境改善の実施に関すること 

教 育 対 策 部 児童・生徒の心のケアに関すること 
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２ 健康相談等 

 

1  巡回健康相談 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

(4)  

2  巡回栄養相談 

(1) 

 

(2)  

(3) 

 

(4)  

 

３ 精神保健福祉対策 

 

(1)  

(2) 

 

(3) 

 

(4) 
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第 14 節 社会秩序の維持 

第１ 災害警備活動 

     

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 災害に関する正確な情報を市民に伝達すること 

消 防 対 策 部 
消  防  団 

1  防火パトロールの実施に関すること 

2  防犯パトロールの協力に関すること 

市民環境対策部 供給物資の迅速、均等な配分の実施に関すること 

各 対 策 部 市民の不安を和らげるよう、迅速な応急対策を実施すること 

亀 山 警 察 署 
1 防犯パトロールの実施に関すること 

2  防火パトロ－ルの協力に関すること 

市 民 、 事 業 所 
自 主 防 犯 組 織 

1  災害に関する正確な情報を入手すること 

2  自主防犯組織の地域における防火・防犯パトロールの実施に関する

こと 

 

２ 災害警備等に関する情報の収集 

⌂ ─ ⌐№√∫≡│⁸ ≤─ ╩ ⌐⇔≡

─ ╩ ╡⁸ ╩ ↕∑╢≤≤╙⌐⁸ ─ ╩ ╢╟℮ ╘╢⁹ 

∕─ ⁸ ⌐₈ ─ ה ₉⁸₈ ₉⁸₈ ₉ ─ ⌐№√

∫≡│⁸ ≤─ ╩ ⇔≡ ∆╢⁹ 

 

３ 災害対策本部による広報 

 

 

４ 供給物資の迅速・均等な配分の実施 
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５ 正確な情報の入手 

 

 

６ 自主防犯組織 

 

 

 

第２ 物価の安定・物資の安定供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 
1  物資供給に関わる正確な情報を市民に伝達すること 

2  市民からの苦情等の情報を収集すること 

建 設 対 策 部 

1  商業施設等の被害状況、営業状況の調査の実施に関すること 

2  商業者に対する営業再開の要請等に関すること 

3  商業者の営業再開を支援するための災害対策本部内の連絡調整

に関すること 

4  商業者に対する物価安定に関する要請等に関すること 

5  物価の実態に関する情報収集に関すること 

6  県への物価安定に関する要請に関すること 

商  業  者 
1  店舗等の早期、営業再開に関すること 

2  物価安定のための営業努力を行うこと 

市     民 
1  物資供給に関する正確な情報を入手すること 

2  地震発生後の買い占めなどがないよう、事前の備蓄を行うこと 
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２ 量販店等の営業状況調査等の実施 

 

 

３ 営業努力の要請 

 

 

４ 物価の監視 
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第 15 節 ライフライン施設の復旧・保全 

第１ 施設設備の応急復旧 

    

 

    

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 
市及び他の関係機関が所管する市内の施設・設備の被害状況の把握に

関すること 

総 務 対 策 部 

建 設 対 策 部 
市庁舎等防災拠点を最優先に応急復旧すること 

各 対 策 部 
1  所管施設、設備の被害状況の把握に関すること 

2  所管施設、設備の応急復旧措置に関すること 

三重県建設業協
会 亀 山 支 部 等 施設、設備の応急復旧の協力に関すること 

防 災 関 係 機 関 各機関所管施設、設備の応急復旧に関すること 

 

２ 基本方針 

1  施設、設備の応急復旧活動の基本方針 

(1)  

(2)  

(3)  

2  関係機関の管理する施設、設備の応急復旧活動の基本方針 

(1) 

 

(2) 
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第２ ライフライン応急復旧 

１ 実施責任 

 

２ ライフライン応急復旧の調整 

1  ライフライン情報の収集・提供 

(1)  

  

 

 

 

(2)  

 

(3)  

 

2  ライフライン復旧の調整 

(1)  

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 
1 ライフライン被害の把握と復旧情報の収集及び広報に関すること 

2  報道機関へのライフライン情報の提供に関すること 

建 設 対 策 部 
1 ライフラインの復旧に関すること 

2 上水道施設の応急復旧に関すること 

ガ ス 会 社 
1  ガス施設の応急復旧に関すること 

2  危険予防措置を講ずること 

中 部 電 力 
株 式 会 社 

1  電力施設の応急復旧に関すること 

2  危険予防措置を講ずること 

西日本電信電話 
株 式 会 社 

公衆電気通信の応急復旧に関すること 
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(2)  

  

  

  

  

3  ライフライン復旧拠点の選定 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

 

３ 上水道施設の復旧 

1  初動体制 

 

2  発災直後の情報の収集 

 

(1)  

(2)  

3  広 報 

(1)  

(2) 

 

4  応援要請 

 

5  応急復旧の基本方針 

(1)  

 

(2)  

 

6  管路の復旧 



地震災害対策編  

第 3 章 災害応急対策          第１5 節 ライフライン施設の復旧・保全 

 

225 

 

(1)   

    

 

        

 

(2)  

     

  

 

        

 

 

7  応急復旧の目標 

 

8  応急復旧用資機材の備蓄・調達 

(1)  

 

 

 

 

(2)  

    

 

 

４ 下水道施設の復旧 

1  初動体制 

(1)  

 

  

  

  

  

(2)  
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(3)  

 

 

  

  

  

  

  

  

(4)  

 

2  応急対策 

(1)  

 

(2)  

 

(3)  

 

 

(4)  
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3  関連機関への応援要請 

 

 

５ ガス施設の復旧 

1 役割分担 

 

2 応急対策 

 

3 復旧対策 

 

 

６ 電力施設の復旧 

1  役割分担 

( )  

2  応急対策 

 

3  復旧対策 
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4  災害時における危険予防措置 

 

 

７ 電気通信の復旧 

1  役割分担 

( )  

2  応急対策 

 

3  復旧対策 
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第 16 節 被災者への情報伝達 

第１ 被災者への情報伝達活動 

        

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

1  二次災害防止のための必要な緊急広報及び総合的な広報の実施 

2  災害発生後定期的に報道機関に発表を行うこと 

3  広報紙の作成及び印刷に関すること 

4  関係機関に広報協力を要請すること 

5  広報紙の配布依頼に関すること 

6  パソコン通信等による情報発信に関すること 

7  一時避難者への広報に関すること 

8  要配慮者に対する広報に関すること 

市民環境対策部 

1  市民からの情報及び問い合わせ等について災害対策本部に伝達する

こと 

2  避難所において広報紙を配布すること 

消   防   団 消防車等による緊急広報の実施に関すること 

各 対 策 部 等 

1  定期的な情報の報告及び整理に関すること 

2  広報内容を災害対策本部に提出すること 

3  広報内容を十分把握すること 

4  広報活動の協力に関すること 

亀 山 警 察 署 広報車等による緊急広報の実施協力に関すること 

報 道 機 関 市民及び他地域に対してきめ細かな広報に協力すること 

自 主 防 災 組 織 広報紙の配布等の広報活動への協力に関すること 

市      民 一時市外避難者は避難先を届け出ること 

ボ ラ ン テ ィ ア 

1  広報紙の配布に協力すること 

2  パソコン通信等による情報発信に協力すること 

3  要配慮者に対する広報に協力すること 
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２ 広報の体制 

1  

 

2  

 

3  

 

 

３ 広報の方法 

1  広報の内容 

(1)  

 ( ) 

  

  

 ( ) 

  

  

 ( ) 

  

  

     

  

  

 (* ) 

(2)  

  

  

  

(3)  
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2  緊急広報の方法 

(1)  

( )

( )

 

 

(2)  

 

(3) ( )  

( )

 

3  一般広報の実施 

(1)  

( )

 

  

(2)  

  

  

  

 

 

 

 

  

(3)  

 

4  広報車等による現場広報 
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４ 一時市外避難者への広報 

 

 

５ 要配慮者等への広報 

1  要配慮者への広報 

 

2  外国人に対する広報 

 

 ３ 避難所外避難者に対する広報 

     

 

 

第２ 住民等からの問い合わせに対する対応 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

1  市民からの電話等による問い合わせに応対すること 

2  緊急問い合わせに対応するためのマニュアルを作成すること 

3  市民からの問い合わせ内容を本部員会議等に報告すること 

4  災害対策本部の決定事項等の対応に関すること 

5  情報提供の依頼に関すること 

6 相談所の設置状況等を広報すること 

7 ボランティアを通じてパソコン通信による情報提供をすること 

市民環境対策部 

1  関係機関の協力を得て公共施設等に臨時相談所を開設すること 

2  他の相談所等を把握し、活動調整を実施すること 

3  臨時相談所の設置・運営のためのマニュアルを作成すること 

4  避難者の安否問い合わせに応対すること 

5  相談所における要望等の処理に関すること 
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役 職 ・ 組 織 等 活  動  の  内  容 

各 対 策 部 
1 必要に応じて専門的な内容の電話問い合わせに対応すること 

2 必要に応じて専門的な対応を行う相談所を開設すること 

市民、事業所 
広報紙等の市の広報内容に注意し、電話問い合わせはできるだ

け控えること 

 

２ 市民に対する対応 

1 緊急問い合わせへの対応 

 

2  相談所の開設・運営 

(1) 

 

(2) 

 

3  総合的な相談窓口情報の提供 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

 

３ 緊急問い合わせへの対応の方法 

1  

 

2  

 

3  
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４ 相談所における要望等の処理の方法 

1

 

2
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第 17 節 二次災害の防止 

第１ 水害・土砂災害対策 

 

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本  部  長 避難勧告・避難指示（緊急）等の発令に関すること 

総 務 対 策 部 
避難勧告・避難指示（緊急）等の市民及び関係機関への伝達に関す

ること 

建 設 対 策 部 
1 水害・土砂災害等危険箇所の巡視・点検調査に関すること 

2 水害・土砂災害等危険箇所の応急復旧に関すること 

消 防 団 
自 主 防 災 組 織 

1  水害・土砂災害等危険箇所の巡視・点検協力に関すること 

2  避難勧告・避難指示（緊急）の市民への伝達に関すること 

建 設 業 者 等 水害・土砂災害等危険箇所の調査及び応急復旧の協力に関すること 

ボ ラ ン テ ィ ア 水害・土砂災害等危険箇所の点検調査の協力に関すること 

 

２ 地震後の土砂災害対策等 
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３ 二次災害防止のための応急復旧対策 

1  点検調査及び応急工事等の実施 

(1) 

 

(2) 

 

(3)  

 

(4) 

 

2  市民への広報 

 

 

(1)  

(2)  

(3)  

 

４ 警戒体制 
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第２ 被災宅地対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

建 設 対 策 部 

１ 被災宅地危険度判定実施本部の設置運営に関すること 

２ 被災宅地の危険度判定準備及び実施に関すること 

３ 危険な宅地と判断された場合は、二次災害が発生しないよう、迅速に 

対応すること 

4  被災宅地危険度判定の広報の依頼に関すること 

5  被災宅地危険度判定の趣旨内容等を広報すること 

ボランティア 被災宅地の危険度判定に協力すること 

 

２ 被災宅地の危険度判定 

 

 

 

１ 被災宅地危険度判定実施本部の設置 

(1) 

 

(2) 

 

 

(3)  

第 １ 順 位 市民協働センター「みらい」 

第 ２ 順 位 青少年研修センター 
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２ 被災宅地危険度判定士の要請等 

(1) 

 

(2)  

3  被災宅地危険度判定 

 

(1)  

(2)  

(3)  

4  被災宅地危険度判定調査の広報 

 

5  立入禁止等の措置 

 

 

６ 被災宅地危険度判定コーディネーターの役割 

   

 

 

 

第３ 建築物、構造物の倒壊対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

建 設 対 策 部 

1 被災建築物応急危険度判定実施本部の設置運営に関すること 

2 被災建築物応急危険度判定の判定準備及び実施に関すること 

3 倒壊が起りそうな建築物等と判断された場合は、二次災害が発生し

ないよう、迅速に対応すること 

4 被災建築物応急危険度判定の広報の依頼に関すること 

5  被災建築物応急危険度判定の趣旨内容等を広報すること 

ボランティア 被災建築物応急危険度判定に協力すること 
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２ 被災建築物応急危険度判定 

 

 

1  被災建築物応急危険度判定実施本部の設置 

(1) 

 

(2) 

 

   

(3) 

 

第 １ 順 位 市民協働センター「みらい」 

第 ２ 順 位 青少年研修センター 

2  被災建築物応急危険度判定士の要請 

(1) 

 

(2)  

3  被災建築物応急危険度判定 

 

(1)  

(2)  

(3)  

4  被災建築物応急危険度判定の広報 

 

5  立入禁止等の措置 
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6  被災建築物応急危険度判定コーディネーターの役割 

 

 

 

第４ 危険物施設等の保全 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本  部  長 警戒区域の設定及び避難勧告・避難指示（緊急）の発令 

消 防 対 策 部 
1  関係機関との連絡・調整 

2  危険物貯蔵施設の調査及び災害対策本部への連絡 

消   防   団 
1  避難勧告・避難指示（緊急）等の伝達広報 

2  避難誘導の実施 

危険物施設等 
管 理 者 

1  災害対策本部への通報 

2  事前に定められた応急対策の実施 

市     民 
1  避難勧告・避難指示（緊急）に従う避難行動 

2  警戒区域への立入禁止 

 

 

２ 危険物施設 

１ 災害発生防止の緊急措置 

  

 

 

３ 高圧ガス施設・火薬類施設 

１ 災害発生防止の緊急措置 
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(1)  

(2)  

(3)  

２ 災害応急対策 

(1)  

   

 

(2)  

   

 

 (3)  

   

 

 

４ 毒劇物施設 

１ 災害応急対策 

    

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

 

５ 放射性物質施設 

１ 災害応急対策 

    

(1)  

(2)  

(3)  

(4) ( ) 
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(5)  

(6)  

(7)  
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第 18 節 災害義援金等の受入・配分 

第１ 災害義援金・災害義援品 

大規模地震

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本  部  長 災害義援金・災害義援品5 の受入判断、募集指示に関すること 

福祉医療対策部 

1  関係機関に対する災害義援金(品)の募集に関すること 

2  災害義援金(品)の受入・処理に関すること 

3  災害義援金(品)の配分計画作成・配分に関すること 

総 務 対 策 部 
1  災害義援金(品)の募集及び配分の広報に関すること 

2  災害義援金の保管・管理に関すること 

市民環境対策部 
1  不足物資リストの作成に関すること 

2  市民への災害義援金（品）の配分協力に関すること 

防 災 関 係 機 関 災害義援金(品)の募集、受入、配分等協力に関すること 

 

２ 災害義援金品等の受入・配分 

1  実施機関  

 

2 募 集 

 

                             
5 義援品とは、生活必需品等応急的に必要な物資と異なり、生活再建のための物資をいう。 
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3  義援物資の集積 

 

4  保 管 

( )

 

5  配分先を指定した義援金 

 

6  配分・輸送 

 

 

7  費 用 

 

8  災害義援品の要請の手順 

(1) 

 

(2) 

 

  

 

  

  

  

  

(3) 

 

9  義援物資受入・配分の手順 

(1)  

(2) 

 

(3)  

(4)  

(5) 
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(6)  

10  災害義援金の受入・配分の手順 

(1)  

(2)  

(3) 

 

(4) 

 

(5)  
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第 1 ９節 文教等対策 

第１ 応急教育対策 

   

 

  

 

 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

教 育 対 策 部 

1  園児・児童生徒、教育関係職員及び教育施設の被害状況の調査

に関すること 

2  園児・児童生徒及び教育施設利用者の安全確保に関すること 

3  教育施設の応急復旧対策に関すること 

4  応急教育の実施に関すること 

5  教材、学用品等の調達及び給付に関すること 

6  就学奨励費の給付等、園児・児童生徒の教育援護に関すること 

7  教育実施者の確保に関すること 

8  県教育委員会等関係機関との連絡調整に関すること 

9  学校・幼稚園の避難所活動の支援に関すること 

10  その他応急教育対策に関すること 

 

２ 教育委員会防災対策 

1  教育施設及び園児・児童生徒の被害状況の調査 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)   
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2  教育施設の応急復旧 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

(4) 

 

(5) 

 

(6) 

 

３ 応急教育の実施判断 

   

 

   (1)  

   (2)  

   (3) 

 

   (4) 

 

   (5) 

 

４ 教職員の確保 

   

 

  

 

５ 応急教育の実施方法 
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６ 教材、学用品等の調達及び給付の方法 

 

７ 就学奨励費の給付、その他必要な補助 

 

 

８ 給食の措置 

 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

 

9  その他必要とする事項 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

 

３ 学校における防災対策 

1  在校時における児童生徒の安全確保 

(1) 

 

  (2) 

 

2  登下校時における児童生徒の安全確保 

(1) 
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  (2) 

 

 

(3) 

 

3  夜間・休日等における児童生徒等の安否確認 

 

 

4  学校・園の施設の被害状況の把握 

 

 

5 児童生徒の避難誘導に関する指示 

 

 (1)  

 

 

  

         

 

  

(2)  

     

6  被災園児・児童生徒の応急教育指導に関する対応 

(1)  

  

  

(2)  
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(3)  

       

7  緊急時に地域住民に対応できる体制づくり 

 

 

(1) 

 

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)  

8  避難所の開設と運営に関する基本的事項 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 1

 

(4)  

 

 

第２ 文化財の保護 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

市民環境対策部 

1  文化財の被害調査に関すること 

2  文化財の応急処理に関すること 

3  文化財所有者・管理者に対する保管方法等の指導を行うこと 

4  国、県への応援要請及び調整に関すること 

文化財の所有者 
若しくは管理者 災害時の被害状況を市民環境対策部(文化班)に報告すること 
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２ 国・県・市指定文化財の保護 

 

( )

 

 

 

３ 応急対応 

 


